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１．前提（サービス概要）
① 対象サービス名・サービス分類
② 加入者数、月間アクティブユーザ数又は書き込み数

２．「我が国における実態の把握」関係
① 偽情報等の発生・拡散状況を把握できる体制 分析・調査の有無
② グローバル・日本における偽情報等の発生・拡散状況、結果の分析・公表
③ 研究者への情報提供、利用条件
④ ③についての削除の方法・仕組み（AIを用いた自動検知機能の活用等）
⑤ 不正な申告や削除要請への対策の方法・仕組み、対応件数

３．「多様なステークホルダーによる協力関係の構築」関係
①Disinformation対策フォーラムなどの産学官民の協力関係の構築
②多様なステークホルダーによる協力関係の構築に向けての具体的な役割
③議論を踏まえた取組

４．「プラットフォーム事業者による適切な対応及び透明性・アカウンタビリティ
の確保」関係
（１）偽情報等に関するポリシー
①(i)禁止行為 (ii)削除等の対応
②ポリシー等の見直し状況及び外部レビューの有無とそのタイミング

（２）削除要請や苦情に関する受付態勢・プロセス
①一般ユーザからの申告・削除要請への受付窓口・受付態勢、対応プロセス
②対応決定時における通知の内容、理由の記載の程度
③一般ユーザからの申告や削除要請に対応する部署・チームの規模・人数
④ ③の部署・チームに関する日本国内の拠点の有無、日本における責任者の有無
⑤ 削除等への苦情や問い合わせに対する苦情受付態勢及び苦情処理プロセス

（３）削除等の対応
①偽情報等に関する申告や削除要請の件数
② (i)偽情報等に関する申告や削除要請に対する削除件数、(ii)アカウントの停止数
③偽情報等に関する主体的な削除件数（AIを用いた自動検知機能の活用等）
④③についての削除の方法・仕組み（AIを用いた自動検知機能の活用等）
⑤削除以外の取組 (i)警告表示 (ii)表示順位の低下 (iii)その他の取組内容
⑥不正な申告や削除要請への対策の方法・仕組み、対応件数

（４）透明性・アカウンタビリティの確保
①コンテンツモデレーションのアルゴリズムに関する透明性・アカウンタビリティ確保方
策、AI原則・ガイドライン等の参照
② 透明性レポート 日本語で閲覧可能か
③ 取組の効果分析

５．「利用者情報を活用した情報配信への対応」関係
①広告表示先の制限
②広告出稿制限
③ターゲティング技術の適用に関する規定
④広告のアルゴリズムに関する透明性・アカウンタビリティ確保方策、AI
原則・ガイドライン等の参照
⑤出稿者の情報や資金源の公開
⑥広告とコンテンツの分離
⑦その他の透明性・アカウンタビリティ確保方策 ユーザへのツール提
供

６．「ファクトチェックの推進」関係
①ファクトチェック結果の表示 具体的な仕組み・基準
②ファクトチェックを容易にするツールの開発及び提供
③ファクトチェックを実施する人材の育成
④日本におけるファクトチェック推進に向けた取組
⑤ファクトチェック機関との連携

７．「ICTリテラシー向上の推進」関係
①普及啓発の取組・投資
②他のステークホルダーとの連携・協力・投資

８．「研究開発の推進」関係
①AI技術に関する研究開発
②「ディープフェイク」対策の研究開発

９．「情報発信者側における信頼性確保方策の検討」関係
①信頼性の高い情報の表示
②ニュースの選別・編集に関する透明性・アカウンタビリティ確保方策
③メディアとの連携体制構築具体的検討・取組
④情報源のトレーサビリティ確保、なりすまし防止・認証

１０．その他
①意見・補足

（参考）偽情報等への対策状況ヒアリング（2023年） 質問項目 1
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○ ヒアリング結果に関する全体的な傾向
・ 多様なステークホルダーによる協力関係の構築や、特定のトピックに関する偽情報や誤解を招く情報の流布に関す
るポリシーの設定、ファクトチェック推進、ICTリテラシー向上に関しては、日本ファクトチェックセンターの創設を通じた協

力関係の構築や一般社団法人ソーシャルメディア利用環境整備機構（SMAJ）での行動規範策定の議論が進ん
でいることなど、まだ十分とは言い切れないものの我が国においても取組が進められつつある。
・ Twitterを除くすべての事業者において、我が国における偽情報への対応及び透明性・アカウンタビリティ確保の取

組の進捗は、前回ヒアリングと比較して、一部で進展が見られるもののほぼ同等であり、未だ限定的。特に、Twitter
からは、口頭での発表が行われたものの、ヒアリングシート及び説明資料の提出がなく*、透明性・アカウンタビリティ確
保の取組について後退があった。

* 第41回会合（2023年２月10日）に提供を依頼した自社における偽情報対策の取組事例に関する資料及び第43回会合（2023年４月13日）に

提供を依頼した資料（ヒアリングシート及び説明資料）について、事務局から会合後に提出依頼を累次行ったが、現時点（2023年５月25日）までに、

これらの資料について、提供がなかった。

※以下「すべての事業者」と記載する場合には、ヒアリングシートの提出があった、ヤフー、Google、LINE、Metaを指す（Twitterは含まない）。なお、

Twitterによる取組については、第43回会合における発表の際に口頭で提供された情報を一部事務局において確認のうえ掲載している。

○ 「我が国における実態の把握」関係（２．関係）
・ すべての事業者において、前回ヒアリングに引き続いて、我が国における偽情報の流通状況に関する実態把握とそ
の結果の分析・公開が十分に行われているわけではない。

ヒアリング結果に関する全体的な傾向
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・ ヤフーは「デジタル時代における民主主義を考える有識者会議」（主催：Zホールディングス株式会社）において、
デジタルプラットフォームが民主主義に及ぼす影響やデジタルプラットフォーム事業者に期待される役割等について、フェ
イクニュースなどの例をもとに検討を行っている。そのほかにも「Disinformation対策フォーラム」（主催：一般社団

法人セーファーインターネット協会（SIA））へ参加し、有効な対策について多様なプレイヤーと議論を行うとともに、
ファクトチェック・イニシアティブ（FIJ）の活動に賛同し、寄付の実施・法人会員として参加している。

・ GoogleはSIAに対する支援やファクトチェック団体の設立、日本のネット空間における偽・誤情報の傾向に関する調

査、啓発キャンペーンやトレーニングを実施している。また、First Draftやオックスフォード大学のロイターニュース研究
所などの組織で行われる研究への資金提供を通じて、ジャーナリズムにおける偽情報と信頼の問題を探求する研究者
の活動を支援している。

・ Metaは市民社会とのパートナーシップを促進し、現地組織のソーシャルメディア監視能力を強化し、私たちのプラット
フォームで利用者の安全を守るためのポリシー、実施プロセス、製品を改善するために、信頼できるパートナープログラム
を構築するとともに、社会的コミュニケーション技術に関連する misinformation や分断・分極化といった社会的課

題の解決に関心を持つ研究者との関係構築やパートナーシップを構築。

・ 一般社団法人ソーシャルメディア利用環境整備機構（SMAJ）の誹謗中傷／偽情報・フェイクニュース対策WGに
おいて 、行動規範の策定に向けた議論が進展中。

・ Twitterは、GitHubにソースコードの一部を公開するとともに、引き続きアカデミア向けのTwitter APIを提供してい
る。また、誤解を招く可能性があるツイートに、Twitterユーザーが協力して背景情報を提供することができるコミュニ
ティノートの提供を2023年3月に開始した。

「多様なステークホルダーによる協力関係の構築」関係（３．関係）



4プラットフォーム事業者等による適切な対応及び透明性・アカウンタビリティの確保（４．関係）

・ ヒアリングによると、いずれの事業者においても、前回に引き続き、自らのサービス上で生じている我が国における偽情
報の問題について適切に実態把握・公表が行われていない。一方で、偽情報についても、すでにプラットフォーム事業
者では、偽情報等の不適切な情報への措置を講じる必要性が認識され、あらかじめ対応方針や基準となるポリシー

を自主的に設定し、投稿の削除やアカウントの停止等のコンテンツモデレーションと呼ばれる措置を行っている。

・ プラットフォーム事業者が自主的に定めている偽情報に関連するポリシーにおいては、前回同様、次のような情報や
行為がポリシーで禁止するケースがみられた。

➢ 明らかな偽情報（特に健康情報に関するファクトチェックの結果、反事実であることが明らかな情報）
➢ 有害な健康関連の偽情報
➢ 投票者または国勢調査への干渉

➢ 実際の危害や暴力を助長する偽情報や検証できない噂
➢ 気候変動に関する不正確な主張
➢ なりすまし

➢ 加工されたメディア（例：実際には発言していない言葉を言ったと一般の利用者に誤解させるような編集が行
われたコンテンツ等）

・ 前回同様、誤情報は、様々な文脈で触れられ、何が誤情報か判断するのが難しく、事業者からは、誤情報について

包括的な禁止事項を定めるのは困難であるという回答がみられた。また、誤情報全般を画一的にポリシーで禁止する
のではなく、特定のトピック（COVID-19感染症関連や等選挙）に関するポリシーを設定する例が見られた。

・ また、前回同様、プラットフォーム事業者が定めるポリシーについて、社内外の専門家による見直しが行われている例

が見られたが、どのような基準でポリシーが設定されるかは十分明らかではなかった。
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・ すべての事業者において、我が国におけるプラットフォーム事業者による偽情報への対応及び透明性・アカウンタビリ
ティ確保の取組の進捗は、前回ヒアリングに引き続いて、限定的であるものの、Googleは日本における偽情報に関す
る申告や削除要請に対する削除件数における誤情報に関するポリシー違反に対する削除件数を新たに公表するなど

一部で進展が見られた。一方で、ヤフー及びMetaは昨年公表していた削除件数を今年は公表がなかったなど一部で
消極的な姿勢が見られた。

・ヤフー ： 偽情報等に関する申告や削除要請に対する削除件数について、前回は回答があったものの、「偽情報」と
いう切り口での回答は困難であることから、今年は回答がなかった。

・Google：前回同様、YouTubeに関し、日本国内におけるスパム、不正行為、詐欺に関するポリシー違反の削除件
数を公開するとともに、新たに誤情報に関するポリシーに違反したとして削除された件数を公開。

・LINE ： 新型コロナウイルスに関連して、ガイドラインにおいて、健康に深刻な被害をもたらす誤情報や社会的混乱
をもたらす情報や、政府が公式に否定する情報等について削除を実施しており、新型コロナウイルスに関す
るワクチン接種のデマ情報拡散に関する削除件数について、前回同様回答。

・Meta ： 新型コロナウイルス関係や選挙・政治関係等に関して、グローバルのポリシーを具体的に設けており、削除・
警告表示・表示順位抑制等の対応を行っている。昨年公開していた偽情報等に関する申告や削除要請
に対する削除件数（日本）について、今回は回答が無かった。

プラットフォーム事業者による適切な対応及び透明性・アカウンタビリティの確保（４．関係）続き



6

・ すべての事業者において、ほぼすべての事項について、前回から大きな変化は見られなかった。

・ 広告表示先（配信先）の制限：いずれの事業者においても、一定の禁止規定や特定の基準に満たない媒体・サイ
トへの広告配信を制限する規定が設けられている。

・ 広告の出稿内容に関する制限：いずれの事業者においても、偽情報を内容とする広告について、一定の禁止規定が
設けられている。加えて、ヤフーでは、選挙および政治に関する広告は、選挙管理委員会や政党、政治団体による広
告のみ掲載を認めており、その他の団体や個人による政治に関する広告は、虚偽か否かに関わらず掲載を断っている。
また、Googleでは、選挙運動の一環であるサイトを宣伝する広告を日本では表示しないようにしている。

・ ターゲティング技術の適用に関する規定：上記の「広告の出稿内容に関する制限」に該当する偽情報の広告や政治
広告はそもそも配信が禁止されているためターゲティング技術の対象とならない旨を説明している事業者が多い。なお、
ヒアリング結果からは、（出稿が許されている）政治広告について、どのようなターゲティング技術に関する対応が行わ
れているかについては明確になっていない（ヤフーは政治的意図をもってターゲティングを行うことを禁止する規定を
2022年１月から適用、Googleは広告主に対して政治的所属に基づくターゲティングを禁止）。

・ 出稿者の情報や資金源の公開、透明性レポートの公開等：すべての事業者において、広告に関する何らかの透明
性確保方策が行われている。

・ヤフー ：広告出稿者の情報の明示を広告サイト内に明示することを広告掲載基準に規定。政治広告の資金源公
開については、今後必要に応じて検討。広告審査等に関する透明性レポートを公開。

・Google：すべての広告主から身元や事業内容に関するより多くの情報を取得するため、適格性確認プログラムを導入。
米国等では選挙に関する透明性レポートを公開（日本では選挙広告は禁止のため未提供）。

・Meta ：「広告ライブラリ」において、出資者・金額・リーチした利用者層などの情報を７年間収録され検索可能。

利用者情報を活用した情報配信への対応（５．関係）
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・ 各事業者において我が国におけるファクトチェック推進団体やファクトチェック団体、諸外国のファクトチェック団体との連
携が行われている。

・ヤフー ：Disinformation対策フォーラムの議論に参画し、産官学民の連携を実践。また、ファクトチェック支援団体
であるFIJの活動に賛同し、寄付の実施や法人会員として支援連携している。加えて日本ファクトチェックセ
ンターの設立にあたって資金提供を行い、2022年11月より制作されたファクトチェックコンテンツをYahoo
ニュースへ掲載。

・Google：Google.orgによる一般社団法人セーファーインターネット協会に対する150万米ドルの支援を通じて、ファ
クトチェック団体の設立や、日本のネット空間における偽・誤情報の傾向に関する調査、そして日本の国民
が偽・誤情報を識別し拡散を阻止できるようにするための啓発キャンペーンやトレーニングの実施など、偽・
誤情報対策に取り組んでいる。また、Google News Lab は、日本の News Lab フェローの協力のもと、
ジャーナリストや大学生を対象に、偽情報や誤った情報の識別、検索の有効活用、地図や衛星画像の活
用など、ジャーナリズムにおけるデジタル技術の活用方法に関する研修を実施。

・LINE ：LINE TaiwanのLINEファクトチェックサービスでは、５つのファクトチェック機関（うち２社は国際ファクトチェッ
クネットワーク（IFCN）認証を取得）と連携。我が国ではFIJに正会員として参加し活動を支援。

・Meta： 日本を含むグローバルにおけるファクトチェック推進に向けた取組として、コンテンツの識別、審査および措置の
遂行のために、IFCNに認証された独立した第三者ファクトチェック団体やファクトチェックパートナーと連携。
IFCN と共同で、ファクトチェック入門コースを無料で提供。

ファクトチェックの推進（６．関係）
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・ すべての事業者において、引き続き、我が国において偽情報の問題に対応したリテラシー教育に関する取組が行われて
いる。

・ヤフー ：2022年２月に、ニュースを正しく理解するための学習コンテンツ「Yahoo！ニュース健診」を公開し、のべ10
万人が参加。

・Google：引き続き、「Google News Initiative」を筆頭に、数多くのメディア・リテラシープログラムを立ち上げ、支援。
我が国において、2022年、学生にファクトチェックと検証のスキルを学んでもらう「ファクトチェック・チャレンジ」の
第二回目を実施。ファクトチェックを含む主要なオンラインリテラシーのトピックを扱うオンライン・リテラシー・カリ
キュラムを中学生・高校生に提供。その他、「Grow with Google」「ウェブレンジャー」等のプロジェクトを実
施。 その他研究活動やジャーナリズム人材育成に係る活動を実施。

・LINE   ：GIGA スクール構想の展開にあわせ、2022年７月に新たな活用型情報モラル教材「GIGAワークブック」を
開発。同年９月から、全国の小中学校で無償提供を開始。

・Meta   ：FacebookやInstagramでオンラインいじめやハラスメント対策などのリソースを提供する「みんなのデジタル
教室」について、日本では2020年12月に開始したが、引き続き取組を推進し、24,000人以上が講座を
受講。

ICTリテラシー向上の推進（７．関係）
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・ すべての事業者においてAI技術に関する研究開発が行われている。また、Google及びMetaにおいては、「ディープフェ
イク」対策の研究開発も実施されている。

・ヤフー ：AI技術に関し、偽情報に関する機械学習の開発研究は行っていないが、コメント欄などUGC機能における
品質観点でのAI開発は引き続き実施。

・Google：AI技術に関し、有害なコンテンツを積極的に検出してフラグ付けをする、以前に削除されたコンテンツと酷似
しているコンテンツは自動的に削除する、という２つの方法で機械学習を導入。スパムなどポリシー違反の確
度が高いコンテンツのみをシステムが自動的に削除し、残りは人間によるレビューを行うためにフラグを立てを行
う。2022 年第 3 四半期に、日本のIPアドレスからアップロードされたもののコミュニティガイドラインに違反し
て削除された動画のうち、91 ％ が自動システムによって最初にフラグが立てられた。
ディープフェイク対策に関し、2019 年、高性能なフェイクオーディオ検出器を開発するための国際的な取組を
支援するため、合成された音声に関するデータセットの公開を発表。このデータセットは、取組の一環として
150 以上の研究機関や業界団体によってダウンロードされ、現在は自由に公開。

・LINE ：AI技術に関し、NGセンテンス検出技術の研究開発を実施。

・Meta ：AI技術に関し、AI研究チームと協力し、学者から学び、第三者ファクトチェック団体とのパートナーシップを拡
大し、他の組織（他のプラットフォームを含む）と協力する方法について話し合っている。違反コンテンツを事
前に検出し、対策を講じるための AI の機能を向上させたことで、利用者からの報告への依存度は大幅に
低下。
ディープフェイク対策に関し、2019年には「Deep Fake Detection Challenge」を立ち上げ、世界中の
人々がディープフェイクを検出するためのより多くの研究やオープンソースのツールを創出を促進。また、ロイ
ターと提携し、無料のオンライントレーニングコースを通じて、世界中のニュースルームがディープフェイクや操作
されたメディアを識別できるよう支援する取り組みを実施するとともに、2021年、ミシガン州立大学
（MSU）と共同で、ディープフェイクの検出・帰属の研究手法を新たに発表。これは、AIが生成した1枚の
画像から、その画像を生成するために使用した生成モデルをリバースエンジニアリングするもの。この方法によ
り、ディープフェイク画像そのものが検出器の唯一の情報であることが多い実世界でのディープフェイク検出と
トレースが容易になった。

研究開発の推進（８．関係）
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・ いずれの事業者も、公共性の高い情報等をユーザの目に入りやすい位置に優先的に配置する等の取組を行っている。

・ ニュースサービスでは、提携媒体の選定基準策定やテクノロジーの活用等により信頼性の高い情報を掲載。

・ Twitterにおいては、有名人や政界の要人等に与えられるブルーバッジを従前用意していたが、その仕組みを見直し、
ブルーバッジ（サブスクリプションを行っている者）、ゴールドバッジ（企業）やグレーバッジ（政府）を加えて、誰が誰と
のコミュニケーションをしているか明瞭化を図っている。

・ 引き続き、ヤフーは伝統的メディア等と連携体制を構築しているほか、LINEは影響の大きなメディアとは定期的に情
報交換を実施している。前回と比較し、Googleは検索やニュースに関連して、既存のサポートチャネルでは解決できな
い問題に関して追加のサポートサービスを提供しているほか、Metaは世界中の出版社と協力し、コミュニティの構築、
ニュースルームの訓練、ニュース出版社と連携して偽情報と戦い、リテラシーの促進、新しいプラットフォームへの資金提
供などを行っている。

情報発信者側における信頼性確保方策の検討（９．関係）
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我が国における実態の把握（２．関係）

多様なステークホルダーによる協力関
係の構築（３．関係）

プラットフォーム事業者による適切な対
応及び透明性・アカウンタビリティの確
保（４．関係）

利用者情報を活用した情報配信への
対応（５．関係）

ファクトチェックの推進（６．関係）

ICTリテラシー向上の推進（７．関係）

研究開発の推進（８．関係）

情報発信者側における信頼性確保方
策の検討（９．関係）

偽情報等への対応に関する透明性・アカウンタビリティ確保状況に対する評価の概要（2023年）

○ プラットフォーム事業者の偽情報等への対応について、コンテンツモデレーション以外の方策を含む総合的な取組が重
要であり、その取組状況に関する透明性・アカウンタビリティの確保状況について、モニタリングを通じて確認された事項
について、総評的に評価することとしてはどうか。

偽情報等対策に関するプラットフォーム事業者における透明性・アカウンタビリティ確保状況に関する主な項目



12プラットフォーム事業者における回答状況（２. 関係）

ヤフー Google LINE Meta Twitter

サービス分類
（対象サービス名）

・コンテンツ共有サービス （Yahoo!知恵

袋、Yahoo!ニュース(コメント機能)、Yahoo!
ファイナンス掲示板）

・ニュース配信サービス（Yahoo!ニュース）

・検索サービス（Yahoo!検索（ウェブ検索））

・広告

・動画共有サイト（YouTube）

・検索エンジン（Google 検索）

・デジタル広告プラットフォーム（Google

広告）

・オンラインマップ（Google マップ）

・コンテンツ共有サービス（LINE VOOM、

LINEオープンチャット、LINE BLOG）

・ニュース配信サービス（LINE NEWS）

・ソーシャルメディア（Facebook、

Instagram）

・ソーシャルメディア（Twitter）

２－①

偽情報等の発生・拡散状
況を把握できる体制
分析・調査の有無

■Yahoo!知恵袋
パトロールの専門チームによる

違反投稿の監視などを通じて、偽
情報の検知、調査及び対応を
行っている。

■Yahoo!ニュース

・ ニュース部門、政策企画部門、
リスクマネジメント部門など部署
間連携によるフェイクニュース対
策プロジェクトチーム を組成し、
情報共有を行っている。

・ ニュースサービスにおいて信
頼性の高い媒体社とのみ契約し、
配信記事について正確性に欠け
る・誤解を招く表現がある等の問
題がある場合、媒体社に速やか
に連絡をするなどの対処。

■ファイナンス掲示板
パトロールの専門チームによる違

反投稿の監視などを通じて、偽情
報の検知、調査及び対応を行っ
ている。

■YouTube

・ 偽情報を含む、有害となる可
能性のあるコンテンツを特定する
ため人間と機械によるアプローチ
を組み合わせて活用。有害なコン
テンツを積極的に検出してフラグ
付けをし、過去に削除されたコン
テンツと酷似しているコンテンツを
自動的に削除する、２つの柱の
方法で機械学習を導入。

・ ハッシュ（または「デジタルフィ
ンガープリント」）を使い、既知の
違反コンテンツのコピーを、ユー
ザーに視聴可能となる前に捕ら
えることもある。ポリシー違反で
ある確度が高いコンテンツ（スパ
ムなど）のみをシステムが自動的
に削除し、残りは人間によるレ
ビューを行うためフラグを立てる。

・ 特定のポリシー分野に貢献す
る各国のエキスパートがいる場
合には、政府機関やNPOなどに

公認報告者プログラムに参加し
てもらい、審査チームがより迅速
にポリシー違反の可能性のある
コンテンツに関する報告を審査で
きる体制をとっている。日本では、
新型コロナウイルス感染症に関
する医学的に間違った情報に関
するポリシー分野において、コロ
ワくんサポーターズ等の専門家
が参加。

■コンテンツ共有サービス関係

・ 偽情報等の事例を社内で共有
するなど、発生・拡散状況の把握、
調査を実施。

・ 各サービスにおいて、機械的
なチェックや人の目によるチェック
を通じて偽情報も含めて規約や
法令に反するコンテンツが拡散さ
れないように努めている。

■ニュース配信サービス関係

・ 偽情報等のチェックのためだけ
ではないが、配信記事の当社ガ
イドラインに対するモニタリング、
ファクトチェックも含む校正校閲、
SNSを通じた情報収集を実施。

・ 外部・読者からの問い合わせ
について迅速に関係部署に連携
するようにしており、実際に発生
したトラブルにも素早く対処できる
体制を構築。

・ misinformationは、包括的な禁

止事項を明示する方法がないた
め、コミュニティ規定で取り扱う他
の種類の発言とは異なる。意図
せずに共有されるmisinformation

と騙すために意図的に共有され
るmisinformationには重要な違い
があり、何がmisinformationか定

義することは非常に難しい。これ
らの問題に対処しようとするルー
ルは合法的な言論を一貫性なく
恣意的に制限してしまう危険性が
ある。

・ 差し迫った物理的な危害のリス
クを直接助長する可能性が高い
misinformationは削除。また、政

治プロセスの機能の妨害を直接
助長する可能性のあるコンテンツ
や、非常に欺瞞的な加工されたメ
ディアも削除。このようなカテゴ
リーにおけるmisinformationの要

素を判断するにあたり、知識と専
門性を有する独立した専門家と
連携し、コンテンツの真実性や、
差し迫った危害のリスクを直接助
長する可能性が高いかどうかを
評価。

・ misinformationの拡散と重複す

ることが多い他の分野でのコンテ
ンツや言動を禁止。例えば、コ
ミュニティ規定により、偽アカウン
ト、不正及び詐欺、組織的偽装行
為は禁止。

提出なし



13プラットフォーム事業者における回答状況（２. 関係）続き

ヤフー Google LINE Meta Twitter

サービス分類
（対象サービス名）

・コンテンツ共有サービス （Yahoo!知恵

袋、Yahoo!ニュース(コメント機能)、Yahoo!
ファイナンス掲示板）

・ニュース配信サービス（Yahoo!ニュー

ス）

・検索サービス（Yahoo!検索（ウェブ検索））

・広告

・動画共有サイト（YouTube）

・検索エンジン（Google 検索）

・デジタル広告プラットフォーム（Google

広告）

・オンラインマップ（Google マップ）

・コンテンツ共有サービス（LINE VOOM、

LINEオープンチャット、LINE BLOG）

・ニュース配信サービス（LINE NEWS）

・ソーシャルメディア（Facebook、

Instagram）

・ソーシャルメディア（Twitter）

２－②

日本における偽情報等の発
生・拡散状況、結果公表

【①社会的混乱関係】、
【②健康・医療関係】、
【③選挙・政治関係】
【④全般・その他】
■Yahoo!知恵袋

メディア透明性レポートにおいて、
明らかな偽情報と判断され削除さ
れた投稿の件数を公表。
■Yahoo!ニュース

・ ニュース配信については、各
社の編集基準を尊重することと
している。一方で、ヤフーが見出
しの付与等を行っているニュー
ストピックスなどにおいて誤った
情報を掲載した場合は、お詫び・
訂正を公表

・ニュースコメント欄については、
メディア透明性レポートにおいて、
明らかな偽情報と判断され削除
された投稿の件数を公表してい
る。

■ファイナンス掲示板

違反投稿の監視の一環として検
知・調査を行っているが、外部へ
の公表は行っていない。

【①社会的混乱関係】、
【②健康・医療関係】、
【③選挙・政治関係】、
【④全般・その他】
■YouTube

四半期ごとに「透明性レポート」
の一部として「コミュニティガイドラ
インの適用について」を公表。動画
やチャンネルの削除、ユーザーに
よる報告、再審査請求と動画の再
公開、そしてポリシーに違反するコ
ンテンツ視聴の割合（Violative 
View Rate（VVR））の公開データを
提供。

【①社会的混乱関係】、
【②健康・医療関係】、
【③選挙・政治関係】、
【④全般・その他】
■LINE NEWS
○ウクライナ情勢関係

ウクライナ情勢に関するフェイク
ニュースや情報戦については、
合成写真や別の事案の動画を、
今回の侵攻のものと誤認させる
SNS投稿がネット上に拡散。

○新型コロナウイルス感染症関係

新型コロナウイルス感染症の症
状や治療法、ワクチンの副反応・
効果などについても、各種の「実
体験」をもとにした情報発信や、
いわゆる専門家を名乗った者に
よる情報発信が増えたことで、
ユーザが「正しい情報」を判断す
ることが難しくなっていた。

【①社会的混乱関係】、

【②健康・医療関係（コロナ関係
等）】

新型コロナウイルス感染症及びワ
クチンのmisinformationに関するポ
リシーに違反したとして、23,000件
以上のコンテンツをFacebook及び
Instagramから削除（2022年３月時
点）。
【③選挙・政治関係】
【④全般・その他】

コミュニティ規定施行レポートは、
その進捗状況をより効果的に追跡
し、利用者にとって Facebookと
Instagram を安全にするための弊

社の継続的な取組みを示すために、
四半期ごとに発行。

提出なし



14プラットフォーム事業者における回答状況（３. 関係）

ヤフー Google LINE Meta Twitter

サービス分類
（対象サービス名）

・コンテンツ共有サービス （Yahoo!知恵

袋、Yahoo!ニュース(コメント機能)、Yahoo!
ファイナンス掲示板）

・ニュース配信サービス（Yahoo!ニュー

ス）

・検索サービス（Yahoo!検索（ウェブ検索））

・広告

・動画共有サイト（YouTube）

・検索エンジン（Google 検索）

・デジタル広告プラットフォーム（Google

広告）

・オンラインマップ（Google マップ）

・コンテンツ共有サービス（LINE VOOM、

LINEオープンチャット、LINE BLOG）

・ニュース配信サービス（LINE NEWS）

・ソーシャルメディア（Facebook、

Instagram）

・ソーシャルメディア（Twitter）

３－①

産学官民の協力関係の構
築

■サービス全体

・ 「デジタル時代における民主
主義を考える有識者会議」（主
催：Zホールディングス株式会社）

において、デジタルプラットフォー
ムが民主主義に及ぼす影響や
デジタルプラットフォーム事業者
に期待される役割等について、
フェイクニュースなどの例をもと
に検討。

■Yahoo!ニュース
・ 「Disinformation対策フォーラ

ム」（主催：一般社団法人セー
ファーインターネット協会）へ参
加し、有効な対策について多様
なプレイヤーと議論。

・ ファクトチェック・イニシアティブ
（FIJ）の活動に賛同し、寄付の実

施・法人会員として参加。偽情
報・誤情報の検証結果を特設サ
イトからリンクするなどで連携。

・ 媒体社と連携し、ファクトチェッ
ク記事の配信を拡充する取組を
実施。

・ 有識者とフェイクニュース対策
について議論、対策コンテンツ制
作の助言を受ける活動を実施。

・ 大学と連携し、フェイクニュー
スに対するリテラシー教育授業
を実施。

■サービス全体

・ 質の高いジャーナリズムを支
援すること、また、この分野にお
ける多くの関係者間のパート
ナーシップを支援することに多く
のリソースを投入。

・緊急事態時に法執行機関から
共有される情報を元に、公共の
安全を脅かす可能性のある不正
行為を検討し、迅速に行動。

【セーファーインターネット協会へ
の支援】
・Googleは、Google.orgによるセー

ファーインターネット協会に対す
る150万米ドルの支援を通じて、

ファクトチェック団体の設立や、
日本のネット空間における偽・誤
情報の傾向に関する調査、啓発
キャンペーンやトレーニングの実
施。

【Googleニュースイニシアチブ
（GNI）】

・ジャーナリスト向けのデジタルス
キル習得にフォーカスした世界
的なトレーニングプログラムを提
供し、偽情報と戦うための業界
団体と連携し、メディアリテラ
シープログラムに貢献。

【研究】
・First Draftやオックスフォード大学

のロイターニュース研究所など
の組織で行われる研究への資
金提供を通じて、ジャーナリズム
における偽情報と信頼の問題を
探求する研究者の活動を支援。

・ 研究者・官公庁・業界団体等と
ともに、偽情報等の流通状況や拡
散の仕組みにかかる分析や、プ
ラットフォーム事業者に求められる
偽情報等への対応にかかる検討
を実施。

・ 一般社団法人ソーシャルメディ
ア利用環境整備（SMAJ）の誹謗中

傷／偽情報・フェイクニュース対策
WGにおいて、行動規範の策定に
向けた検討に参加。

・ 数十億人にも及ぶプラット
フォームの利用者全員と協力関
係を構築することは不可能であ
るため、市民社会組織や活動家
グループなどの他者の利害を代
表する組織、ならびにデジタル、
公民権、差別禁止法、言論の自
由、その他の基本的人権の分野
における専門家と協力し合う機
会を模索。

・ 市民社会とのパートナーシップ
を促進し、現地組織のソーシャ
ルメディア監視能力を強化し、私
たちのプラットフォームで利用者
の安全を守るためのポリシー、
実施プロセス、製品を改善する
ために、信頼できるパートナープ
ログラムを構築しました。私たち
の信頼できるパートナーのネット
ワークには、世界 113 カ国から
400 を超える NGO、人道支援機
関、人権擁護者、研究者が参加。

・ コンテンツについて質問や懸念
を持っている利用者の声や経験
を代表するような専門家組織と
提携。

・ 社会的コミュニケーション技術に
関連する misinformation や分

断・分極化といった社会的課題
の解決に関心を持つ研究者との
関係構築やパートナーシップを
構築。

提出なし



15プラットフォーム事業者における回答状況（４.（２）関係）

ヤフー Google LINE Meta Twitter

サービス分類
（対象サービス名）

・コンテンツ共有サービス （Yahoo!知恵

袋、Yahoo!ニュース(コメント機能)、Yahoo!
ファイナンス掲示板）

・ニュース配信サービス（Yahoo!ニュー

ス）

・検索サービス（Yahoo!検索（ウェブ検索））

・広告

・動画共有サイト（YouTube）

・検索エンジン（Google 検索）

・デジタル広告プラットフォーム（Google

広告）

・オンラインマップ（Google マップ）

・コンテンツ共有サービス（LINE VOOM、

LINEオープンチャット、LINE BLOG）

・ニュース配信サービス（LINE NEWS）

・ソーシャルメディア（Facebook、

Instagram）

・ソーシャルメディア（Twitter）

４－（２）

①一般ユーザからの申告・
削除要請への受付窓口・受
付態勢、対応プロセス

〇受付窓口・受付態勢

・ 偽情報等や第三者の権利を
侵害するような投稿を含めたポ
リシー違反の投稿等について申
告窓口を用意し、オンラインの申
告フォームの他、書面でも受付。

・ 違反申告がなされた投稿につ
いてはパトロール部隊が24時間
365日体制で確認を実施。

〇プロセス
・ 受け付けた申告については、1
件1件パトロール部隊が目視に

より確認し、ガイドライン違反の
有無について確認。

・ 偽情報の禁止等を含めたガイ
ドライン違反に当たるか否かの
判断は、公的機関等が公表して
いる情報を参考に判断。判断が
困難な事案は社内の専門部署
においてレビューを実施。

・ ニュース記事に関する申告に
ついては、媒体社にお伝えする
とともに、担当者が媒体社での
対応状況について確認すること
としている。

〇 ファクトチェック機関との連携

・ ファクトチェック機関からの申
告受付の実績はないが、必要に
応じて速やかな違反投稿の確認
が行えるよう、体制の在り方につ
いて検討中。

■Google 検索

・ コンテンツを削除する場合、以
下の2つの理由がある。:
① 法律に違反している場合

② その製品やサービスの
「ルール」に違反している場合

・ 事業を展開している各国の法
律を遵守し、その国のプラット
フォーム上の違法なコンテンツを
削除。さらに、製品やサービスご
とに、どのような種類のコンテン
ツや行動が許容されないかを概
説するポリシーを策定し維持。

・ このコンテンツポリシーは公開
されており、CSAM や法律に基づ

くリクエストを受けたコンテンツの
削除なども扱っている。コンテン
ツの安全性と責任に関する現実
的な懸念事項と、検索エンジン
によって情報アクセスの機会を
提供する必要性とのバランスを
取るためこのコンテンツポリシー
は慎重に策定されている。

・ 検索機能（ナレッジパネル、
オートコンプリート、ウェブ回答な
ど）については、不正行為、操作
されたメディア、科学的または医
学的な統一見解に基づくベスト
プラクティスと矛盾する医療のコ
ンテンツなどを除外するため、よ
り高いハードルを設定。ユー
ザーは、コンテンツポリシーに違
反する可能性があると思われる
検索コンテンツについてフィード
バックを送ることができる。

（次ページへ続く）

○通報対応

サービス内の通報ボタンから通
報が可能。ユーザからの通報に基
づき、ガイドライン違反の可能性が
あるコンテンツを確認・判断し、必
要な措置を実施。

○問い合わせ対応

問い合わせフォーム等を通じて
連絡いただき、スタッフが対象とな
るコンテンツの確認や本人確認な
どを行い、判断。

■LINE VOOM、LINEオープンチャッ
ト
CSフォームからの問い合わせと

いう形で連絡を受け、対応マニュア
ルに則り対応。

■LINE BLOG

入信フォームや郵送で依頼を受
け、対応。

※なお、通報対応に関しては、ヒト
がレビューを行っております（ただ
し、一部機械処理を行っている
ケースを含みます）。お問い合わ
せ対応に関しては、すべてヒトによ
る対応としています。

・ コミュニティ規定を設けている。
これは、どのコンテンツを公開し、
どのコンテンツを削除するかを決
定するための一貫した枠組みを
提供するもの。

・ コミュニティ規定の施行には、コ
ミュニティからの報告、コンテンツ
モデレーションチームによる審査、
およびテクノロジーを組み合わ
せて用いる。違反コンテンツを事
前に検出し、対策を講じるため
の AI の機能を向上させたことで、

利用者からの報告への依存度
は大幅に低下。

○利用者/コミュニティからの報告
・ Facebookでは、ページ、グ

ループ、プロフィール、投稿、
写真、ビデオ、コメント、広告な
ど、すべてのコンテンツを報告
可能。

・ Instagramでも、アプリ内の

フィード投稿、ビデオ、ストー
リーズ、リール、コメントなど、
あらゆるコンテンツを報告可能。

・ 世界各地の市民団体とパート
ナーとしてのネットワークを構
築し、専用のチャンネルを通じ
て連絡を取り、新たな問題を
知らせたり、チームが知らない
ような重要な情報を受領。

・ 毎週、数百万件のレポートを
処理し、大半のレポートは24
時間以内にレビュー。

（次ページへ続く）

提出なし



16プラットフォーム事業者における回答状況（４.（２）関係）続き

ヤフー Google LINE Meta Twitter

サービス分類
（対象サービス名）

・コンテンツ共有サービス （Yahoo!知恵

袋、Yahoo!ニュース(コメント機能)、Yahoo!
ファイナンス掲示板）

・ニュース配信サービス（Yahoo!ニュー

ス）

・検索サービス（Yahoo!検索（ウェブ検索））

・広告

・動画共有サイト（YouTube）

・検索エンジン（Google 検索）

・デジタル広告プラットフォーム（Google

広告）

・オンラインマップ（Google マップ）

・コンテンツ共有サービス（LINE VOOM、LINE

オープンチャット、LINE BLOG）

・ニュース配信サービス（LINE NEWS）

・ソーシャルメディア（Facebook、

Instagram）

・ソーシャルメディア（Twitter）

４－（２）

①一般ユーザからの申告・
削除要請への受付窓口・受
付態勢、対応プロセス

（続き）
■YouTube

・ ユーザーは、製品内の報告
ツールを使って、不適切と思われ
るコンテンツを匿名で報告すること
ができる。

・ 問題を報告しても、自動的にコ
ンテンツが削除されるわけではなく、
ガイドラインに沿って審査される。

○その他法的問い合わせ

現地の法律に準拠するためのプ
ロセスも用意。

■Google広告

悪質な広告もしくはパブリッ
シャーを報告することができる。

（続き）

○テクノロジーを使って有害なコ
ンテンツを主体的に識別
・ 主に人工知能（AI）を利用し

て、違反コンテンツを特定。
コンテンツの一部がコミュニ
ティ規定に違反していること
を自信がある場合、（多くの
場合、誰かの目に触れる前
に）自動的に削除すること
がある。

・ AIは、審査するコンテンツの

量が多いため、コンテンツモ
デレーターが審査する案件
の優先順位付けにも役立っ
ており、最も有害で一刻を
争うコンテンツを優先的に
審査。優先順位付けは、バ
イラリティや重大性、違反の
可能性などの要素に基づい
て実施。

・ 四半期ごとに発行されるコ
ミュニティ規定施行レポート
（Community Standards 
Enforcement Report）で、AI
を使った進捗状況を公開。

提出なし



17プラットフォーム事業者における回答状況（４.（２）関係）続き

ヤフー Google LINE Meta Twitter

サービス分類
（対象サービス名）

・コンテンツ共有サービス （Yahoo!知恵

袋、Yahoo!ニュース(コメント機能)、Yahoo!
ファイナンス掲示板）

・ニュース配信サービス（Yahoo!ニュー

ス）

・検索サービス（Yahoo!検索（ウェブ検索））

・広告

・動画共有サイト（YouTube）

・検索エンジン（Google 検索）

・デジタル広告プラットフォーム（Google

広告）

・オンラインマップ（Google マップ）

・コンテンツ共有サービス（LINE VOOM、

LINEオープンチャット、LINE BLOG）

・ニュース配信サービス（LINE NEWS）

・ソーシャルメディア（Facebook、

Instagram）

・ソーシャルメディア（Twitter）

４－（２）

③一般ユーザからの申告や
削除要請に対応する部署・
チームの規模・人数

【日本】
■UGC機能を有するサービス

・ パトロール業務を専門とする
パトロール部隊には、約70名が
在籍し、24時間365日対応。

・パトロールで判断が困難な事案
については、必要に応じ、ポリ
シーの策定・運用の専門チーム
や政策企画部門にエスカレー
ション。

【日本】
・ 回答なし

（理由：日本の案件のレビューや
承認は、日本語を話す人のみに
限定せず、さまざまな部署からそ
れぞれの専門性を持った人が集
まって、グローバルなチームワー
クで行ってるため、日本語の案
件だけを担当する人数を正確に
伝えることはできない。）

・ 今後も必要に応じて、日本へ
の投資を続けていく。

【グローバル】
・ YouTube を含むプラットフォー

ムの保護を確実にするために、
約 20,000 人の従業員が従事。

【日本】
通報対応：120名程度
問い合わせ対応：50名程度

【日本】

日本国内の利用者から寄せられた
報告や、その結果としての執行の
決定や措置は、弊社のコンテンツ
モデレーション業務の一貫性を確
保するために、明確で原則的、運
用可能で説明可能なポリシーに基
づいています。コンテンツモデレー
ションの決定は、社内の複数のグ
ローバルチームによる検討、協議、
承認を経て行われる。
【グローバル】
・4 万人以上が安全・セキュリティ

に取り組む。日本語を含む多数
の言語で 24 時間 365 日コンテン

ツをレビュー。ドイツ、アイルラン
ド、ラトビア、スペイン、ポルトガ
ル、フィリピン、米国など、世界中
20以上の拠点でコンテンツの審

査を行う。これらのチームは全体
で日本語を含む数十種類に及ぶ
言語に対応。

提出なし

４－（２）

④一般ユーザからの申告や
削除要請に対応する部署・
チームに関する日本国内の
拠点の有無、日本における
責任者の有無

有 ・ 具体的なオフィスの場所などは
非公開。

・ 日本を含めた各国の文化背景
を理解できるスタッフも働いてい
る。そうした理解の必要性を
YouTube でも強く認識しており、

適切な体制（日本語のネイティブ
の審査担当者等）を整えている。

日本国内に拠点：あり
日本における責任者：置いている

コンテンツ審査チームは世界20か
所の拠点に分散。



18プラットフォーム事業者における回答状況（４.（２）関係）続き

ヤフー Google LINE Meta Twitter

サービス分類
（対象サービス名）

・コンテンツ共有サービス （Yahoo!知恵

袋、Yahoo!ニュース(コメント機能)、Yahoo!
ファイナンス掲示板）

・ニュース配信サービス（Yahoo!ニュー

ス）

・検索サービス（Yahoo!検索（ウェブ検索））

・広告

・動画共有サイト（YouTube）

・検索エンジン（Google 検索）

・デジタル広告プラットフォーム（Google

広告）

・オンラインマップ（Google マップ）

・コンテンツ共有サービス（LINE VOOM、

LINEオープンチャット、LINE BLOG）

・ニュース配信サービス（LINE NEWS）

・ソーシャルメディア（Facebook、

Instagram）

・ソーシャルメディア（Twitter）

４－（２）

⑤削除等への苦情や問い合
わせに対する苦情受付態勢
及び苦情処理プロセス

■UGC機能を有するサービス

・ ご意見・ご要望フォームを通じ
て CS 窓口にて受付。

・ 回答に当たり判断が困難なも
のであれば、専門部署（政策企
画部門）へエスカレーションが行
われ、回答指示を行う。

・ 削除に疑義が生じた場合に、
運営者に削除理由などをお問い
合わせいただくための専用手続
きを用意している。このプロセス
においては、理由の通知のみな
らず、措置理由が合理的であっ
たか否かの判断も含めて確認が
なされる。

■サービス全体

再審査請求をすることで、その決
定に不服を申し立てることができる。

■YouTube 
・ 再審査請求を認めている。

・ 動画が削除されたクリエイター
には通知が発行され、再審査を
請求をするための手順が記載さ
れたリンクが提供される。

・再審査請求を提出すると、その
請求は審査担当者に送られたの
ち、判定が維持または破棄され
る。

・ この再審査は、動画の削除に
ついて最初の判断を行った審査
担当者とは異なる担当者によっ
て行われる。

・ クリエイターには、結果を知ら
せるフォローアップ メールが送ら
れる。

■LINE VOOM、LINEオープンチャッ
ト

異議申し立てがあった場合は、
その内容に応じて適宜対応。

■LINE BLOG

モニタリングの削除基準に該当し
ないものについては、プロバイダ責
任制限法に則って対応。

・ 利用者に不服申し立ての権利
が提供され、利用者は再審査を
リクエストすることができる。

・ 異議申し立てがあった場合、そ
の投稿を再度確認し、コミュニ
ティ規定に沿っているかどうかを
判断

・ FacebookおよびInstagram上の

大多数の違反タイプについて異
議申し立ての機会が与えられて
いる。

・ 措置が講じられたコンテンツに
関する異議申し立てだけでなく、
報告されたものの措置が講じら
れなかったコンテンツに関する異
議申し立ての機会も提供

・ Facebook や Instagram からコン

テンツが削除され、その人が再
審査プロセスをも経た場合、監
督委員会に上訴することでこの
決定に異議を唱えることが可能。

オンライン上の表現の自由をめ
ぐる最も難しい問題、すなわち、
何を削除し、何を残すか、そして
なぜ残すかを解決するために監
督委員会を設立。

提出なし



19プラットフォーム事業者における回答状況（４.（３）関係）

ヤフー Google LINE Meta Twitter

サービス分類
（対象サービス名）

・コンテンツ共有サービス （Yahoo!知恵

袋、Yahoo!ニュース(コメント機能)、Yahoo!
ファイナンス掲示板）

・ニュース配信サービス（Yahoo!ニュー

ス）

・検索サービス（Yahoo!検索（ウェブ検索））

・広告

・動画共有サイト（YouTube）

・検索エンジン（Google 検索）

・デジタル広告プラットフォーム（Google

広告）

・オンラインマップ（Google マップ）

・コンテンツ共有サービス（LINE VOOM、

LINEオープンチャット、LINE BLOG）

・ニュース配信サービス（LINE NEWS）

・ソーシャルメディア（Facebook、

Instagram）

・ソーシャルメディア（Twitter）

４－（３）

①偽情報等に関する申告や
削除要請の件数

【日本】
■Yahoo!知恵袋
回答なし
■Yahoo!ニュース
回答なし
■ファイナンス掲示板
回答なし

（理由：いずれも「偽情報」という
切り口で申告数を計上すること
が困難）

【日本】
■YouTube

648,979本の動画
（2022年７月～９月）

【日本】
該当なし
（2022年）

【日本】
回答なし

【グローバル】
回答なし

提出なし

４－（３）
②(i)偽情報等に関する申告

や削除要請に対する削除件
数

【日本】
■Yahoo!知恵袋
回答なし
■Yahoo!ニュース
回答なし
■ファイナンス掲示板
回答なし

（理由：いずれも「偽情報」という切
り口で申告数を計上することが困
難）

【日本】
■YouTube

33,347本の動画
（2022年７月～９月）
※ 日本国内のIPアドレスから
アップロードされたもの

※ うち30,453本はj自動検出に

よってフラグが立てられたもの、
残りの2,449本はユーザーによ
るもの。

※ 1,279本はスパム、誤解を招

くコンテンツ、詐欺に関するポ
リシー違反

※ 1,550 本は誤情報に関するポ
リシーに違反

【日本】
該当なし
（2022年）

【日本】
回答なし

【グローバル】
Facebookコミュニティ規定と
Instagramコミュニティガイドライン

を設けており、何が許され、何が許
されないかを定義。より効果的に
進捗状況を把握し、Facebook と
Instagram を安全で包括的なもの

にするため、四半期ごとにコミュニ
ティ規定施行報告書を発行。ポリ
シーに違反するコンテンツの防止
と対策について、どのように取り組
んでいるか記載。

提出なし

４－（３）

③偽情報等に関する主体的
な削除件数（AI を用いた自
動検知機能の活用等）

【日本】
■Yahoo!知恵袋
約30件（2022年3月）

■Yahooニュースコメント
約110件（2022年３月）

■ファイナンス掲示板
回答なし

（理由：「偽情報」に該当することの
みを理由とした削除件数を計測し
ていないため）

【日本】
33,347本の動画
※ 日本国内のIPアドレスから
アップロードされたもの

※ うち30,453本はj自動検出に
よってフラグが立てられたもの

【グローバル】
■Google広告
52億件以上の広告を削除、43億件
以上の広告を制限、670万件以上

の広告主のアカウントを停止。
（2022年）

【日本】
■LINE VOOM：０件
■LINEオープンチャット： 70件(コロ
ナ関連のデマ情報）
■LINE BLOG：０件

【日本】
回答なし
【グローバル】

新型コロナウィルス感染症とワク
チンのMisinformationに関するポリ

シーに違反するコンテンツを全世
界で2,400万件以上削除。また、同

ポリシーに繰り返し違反したアカウ
ント、ページ、グループを3,000以上
削除。
【参考となる数値】

コミュニティ規定施行報告書に事
前対応率が記載。

提出なし



20プラットフォーム事業者における回答状況（４.（３）関係）続き

ヤフー Google LINE Meta Twitter

サービス分類
（対象サービス名）

・コンテンツ共有サービス （Yahoo!知恵

袋、Yahoo!ニュース(コメント機能)、Yahoo!
ファイナンス掲示板）

・ニュース配信サービス（Yahoo!ニュー

ス）

・検索サービス（Yahoo!検索（ウェブ検索））

・広告

・動画共有サイト（YouTube）

・検索エンジン（Google 検索）

・デジタル広告プラットフォーム（Google

広告）

・オンラインマップ（Google マップ）

・コンテンツ共有サービス（LINE VOOM、

LINEオープンチャット、LINE BLOG）

・ニュース配信サービス（LINE NEWS）

・ソーシャルメディア（Facebook、

Instagram）

・ソーシャルメディア（Twitter）

４－（３）
④削除の方法・仕組み（AIを

用いた自動検知機能の活用
等）

■Yahoo!知恵袋
■Yahoo!ニュース
■ファイナンス掲示板

パトロールの専門チームが目視
によって確認を行い、専門部署と
連携しながら削除を行う。

【日本】

テクノロジーを使用してプラット
フォーム上にホストされている問題
のあるコンテンツを検出。

・ 偽情報等に関する削除につい
ては、AIの活用を行っていない。

・ 児童ポルノやスパム行為といっ
た違法・有害コンテンツに対して
は、AIを用いた自動検知機能を
活用。

・ 独自のテクノロジーを利用して
違反コンテンツを積極的に検出
し、利用者によって報告される前
にその大半を削除。

・ エンジニア、データサイエンティ
スト、審査チームはこのテクノロ
ジーを更新してさらに洗練された
ものにするために協力して取組。

・ 審査チームはこのテクノロジー
を活用して、コンテンツの審査優
先順位の決定にも役立てている。

・ 削除している違反投稿・違反ア
カウントの数は1日あたり数百万

件に達する。これらの大半は、背
後にあるテクノロジーにより自動
的に実行され、しかもそのほとん
どが利用者に表示される前に処
理。

・ ときには、違反の可能性のある
コンテンツが検出された後、確認
と措置の実施のために審査チー
ムに転送されることもある。

提出なし



21プラットフォーム事業者における回答状況（４.（３）関係）続き

ヤフー Google LINE Meta Twitter

サービス分類
（対象サービス名）

・コンテンツ共有サービス （Yahoo!知恵

袋、Yahoo!ニュース(コメント機能)、Yahoo!
ファイナンス掲示板）

・ニュース配信サービス（Yahoo!ニュー

ス）

・検索サービス（Yahoo!検索（ウェブ検索））

・広告

・動画共有サイト（YouTube）

・検索エンジン（Google 検索）

・デジタル広告プラットフォーム（Google

広告）

・オンラインマップ（Google マップ）

・コンテンツ共有サービス（LINE VOOM、

LINEオープンチャット、LINE BLOG）

・ニュース配信サービス（LINE NEWS）

・ソーシャルメディア（Facebook、

Instagram）

・ソーシャルメディア（Twitter）

４－（３）
⑤削除以外の取組
(i)警告表示

■Yahoo!知恵袋

新型コロナウイルス関連の投稿
がなされた際に、当該投稿のペー
ジ上部に「新型コロナウイルスに関
係する内容の可能性がある記事で
す。」等の文言を掲出し、厚生労働
省等の公的機関のHPを案内する
取組を実施。

■Yahoo!ニュース
■ファイナンス掲示板

偽情報等に関する情報へのラベル
付与等は行っていない。

■YouTube

・ 誤情報が発生しやすいトピック
やニュースに関連するコンテンツ
について説明する情報パネルや
ニュースメディアが発信する情報
を提供。

・ ニュース速報セクションや最新
ニュースセクションなど、信頼で
きるニュースの情報源となる関
連動画を紹介する専用のサービ
ス機能を用意。

■LINE VOOM

偽情報等に限らずモニタリング基
準に沿って非表示対応を行なった
場合、投稿者のポスト一覧に「LINE

の利用規約に違反する可能性の
あるコンテンツが含まれていたた
めに削除した」旨のメッセージが表
示。

■LINEオープンチャット

「真偽不明の情報の拡散」が起こ
りやすいオープンチャットをキー
ワード単位でピックアップし、オー
プンチャット内にポップアップで警
告を出す取組を実施。

■LINE BLOG

偽情報等に限らずモニタリング基
準に沿って警告を送信。

misinformation 対策は、「削除」
「抑制」「情報提供」の3つのパート
で構成。
○虚偽の情報の配信の抑制

・フィードでの誤情報の表示順位
降格

・繰り返し虚偽の情報を配信する
違反者に対し、配信量の抑制や
広告機能の停止の措置

・虚偽の情報のコピーを見つける
テクノロジーを使用

○虚偽の情報に関する追加情報
の提供
・Misinformation のラベル

・虚偽の情報に関する補足情報
の提供

・虚偽の情報をシェアした利用者
への通知

・ファクトチェック団体による評価
の種類

○正確で信頼性の高い情報と利
用者を結びつける
・より多くのコンテキストの提供

・ニュース記事について、より詳
細な情報の提供

・虚偽の主張を繰り返し共有する
ページ、コミュニティ規定に繰り返
し違反するグループへの警告

○虚偽の情報を識別し、フィード
バックする手段の提供

・虚偽の情報の特定方法を確認
する

・フェイクニュースだと思う投稿に
ついてフィードバック

・ファクトチェック団体によるコン
テンツの評価に異議申立

○クリティカルシンキングのための
デジタルリテラシー向上に係る取
組み

・「みんなのデジタル教室」の実
施

提出なし

４－（３）
⑤削除以外の取組
(ii)表示順位の低下

■Yahoo!知恵袋
■Yahoo!ニュース
■ファイナンス掲示板

「偽情報等」については、コメント
ポリシーに違反するものは削除措
置しているため、表示順位の低下
措置は行っていない。

■Google 検索

・ ランキングシステムにより情報
を整理。

■YouTube

・ 信頼できる情報源からの高品質
な情 報の表示順位を上げてい
る。

■LINEオープンチャット

「真偽不明の情報の拡散」が起こ
るリスクの高いオープンチャットに
ついては、メイン画面（オープン
チャットサービスの公式画面）やそ
の検索結果に表示されないよう、
またホームタブの「おすすめ」エリ
アなどサービス上で推薦されない
よう表示制御を実施
■LINE BLOG

偽情報等に限らずモニタリング基
準に沿って表示順位を低下。

提出なし

４－（３）
⑤削除以外の取組
(iii)その他の取組内容

回答なし ・2022 年 3 月より信頼できる医療 / 
健康情報を YouTube 上の検索画

面でより見つけやすくするための
機能の提供を開始。

・主要な医療機関、臨床医やクリエ
イターとのパートナーシップの拡大
を継続し、YouTube 上で信頼でき
る医療 / 健康コンテンツへのアクセ
スをより一層向上。

特になし 提出なし



22プラットフォーム事業者における回答状況（４.（４）関係）

ヤフー Google LINE Meta Twitter

サービス分類
（対象サービス名）

・コンテンツ共有サービス （Yahoo!知恵

袋、Yahoo!ニュース(コメント機能)、Yahoo!
ファイナンス掲示板）

・ニュース配信サービス（Yahoo!ニュー

ス）

・検索サービス（Yahoo!検索（ウェブ検索））

・広告

・動画共有サイト（YouTube）

・検索エンジン（Google 検索）

・デジタル広告プラットフォーム（Google

広告）

・オンラインマップ（Google マップ）

・コンテンツ共有サービス（LINE VOOM、

LINEオープンチャット、LINE BLOG）

・ニュース配信サービス（LINE NEWS）

・ソーシャルメディア（Facebook、

Instagram）

・ソーシャルメディア（Twitter）

４－（４）

①コンテンツモデレーション
のアルゴリズムに関する透
明性・アカウンタビリティ確保
方策

■Yahoo!ニュース(コメント機能)
■Yahoo！知恵袋
■ファイナンス掲示板

・ メディア透明性レポートにおい
て、不適切投稿であるか否かの
判定や表示順の制御に関し各
サービスで用いているAIモデル
についての説明を掲載・公表。

・ 媒体社による配信記事に関する
確認にはAIは利用していない。

■Youtube

・ 動画が「信頼性がある」か「ボー
ダーライン」かという分類は、担
当の評価者がチャンネルや動画
に含まれる情報の質を評価して
実施。

・ コンテンツの裏付けは取れてい
るか、目的を達成しているか、動
画が目的を達成するにはどのよ
うな専門知識が必要か、動画に
登場するスピーカーやそのチャ
ンネルの評判はどうか、動画の
主なトピックは何か（ニュース、ス
ポーツ、歴史、科学など）、コンテ
ンツは主に風刺を意図している
のかを確認し、信頼性を判断。

偽情報等に関しては、現状、AIを

活用したコンテンツモデレーション
は導入していない。

・ 安全性とセキュリティのリスクを
もたらさない限りにおいて、安全
性と完全性に関連するポリシー、
プロセス、セキュリティ、システム
について、透明性を確保すること
を約束。

・ 事前検出とコンテンツモデレー
ションに使用されている AI シス
テムとモデルについて、公表

・ 有害なコンテンツのさまざまなカ
テゴリーに対する事前検出率含
め、四半期ごとのコミュニティ規
定施行レポート（CSER）を公表

提出なし

４－（４）
②透明性レポート
日本語で閲覧可能か

可能 ・ 2010年に初めて透明性レポー
トを公開。

・ 透明性レポートは日本語で確
認可能。

LINE Transparency Reportの「違

反投稿への対応」にて、偽情報等
への対応を含めた、当社における
全世界でのコンテンツモニタリング
の仕組みと対応実績を日本語で公
開。

コミュニティ規定施行レポートを
日本語に翻訳し公表。

提出なし

４－（４）
③取組の効果分析

■Yahoo!ニュース

・ 誤った情報の流布に対して、
ニューストピックスを中心に正し
い情報を迅速かつ丁寧にわかり
やすく伝えることを実践。

・ より多くの人に打消しの情報
を提供することで誤情報流布の
抑止につなげることを企図。

・ 偽情報など単一イシューに
絞っての定量的な効果測定は
行っていないが、長時間掲載に
よるimpsやCT数などに着目しな

がら、一定の抑止になるよう心掛
け運営を行っている。

・ 米国において、チャンネル登録
していないユーザーへのレコメン
デーションから流れてくるボー
ダーラインコンテンツや有害な誤
情報の視聴時間を70％削減する
ことに成功。

・ 2022年第3四半期、コミュニティ

ガイドラインに違反しているとし
て、560万本以上の動画を削除。

■LINEオープンチャット

・明らかなデマやフェイクニュース
をテーマとしたオープンチャットの
トークルームが、検索結果に出現
しないことが確認できた。

・ データ透明性アドバイザリーグ
ループ（DTAG）において、正しい

指標を見ていることに大筋で同
意し、審査がどのように処理され
たかを知ることができる手続の
整備を含む改善のためにいくつ
かの提案を行った。

・ コミュニティ規定施行レポートが
正しく測定され報告されているか
どうかを検証するため、監査法
人（EY社）による独立監査を実施。

この監査で当該監査法人は、同
レポートの指標の計算は正確で
あり、公正に記載されており、内
部統制が適切に設計され、有効
に機能していることを確認。

提出なし



23プラットフォーム事業者における回答状況（５. 関係）

ヤフー Google LINE Meta Twitter

サービス分類
（対象サービス名）

・コンテンツ共有サービス （Yahoo!知恵

袋、Yahoo!ニュース(コメント機能)、Yahoo!
ファイナンス掲示板）

・ニュース配信サービス（Yahoo!ニュース）

・検索サービス（Yahoo!検索（ウェブ検索））

・広告

・動画共有サイト（YouTube）

・検索エンジン（Google 検索）

・デジタル広告プラットフォーム（Google

広告）

・オンラインマップ（Google マップ）

・コンテンツ共有サービス（LINE VOOM、

LINEオープンチャット、LINE BLOG）

・ニュース配信サービス（LINE NEWS）

・ソーシャルメディア（Facebook、

Instagram）

・ソーシャルメディア（Twitter）

５ー①
広告表示先の制限

「①社会的混乱関係（災害等）」

「②健康・医療関係（コロナ関係
等）」

「③選挙・政治関係（米国大統領選
等）」
・ Yahoo! JAPAN広告配信ガイド

ラインにおいて、広告の配信先
は、メディアとしての知名度・実績
があることと、広告配信先サイト
内の情報に信頼性があることを
条件としており、偽情報等のある
ようなサイトへの配信はお断りし
ている。

・ Googleでは各プロダクトごとにパ

ブリッシャーポリシーを設けてお
り、例えば「危険または中傷的な
コンテンツ」、「虚偽のコンテンツ」
というポリシーのもと、パブリッ
シャーは収益化することができな
い。

・ 他にも、「Google パブリッシャー

ポリシーにおける不当表示コンテ
ンツのポリシー」、「新型コロナ
ウィルス感染症に関する有害な
健康上の主張」、「気候変動否定
に関するポリシー」などがある。

・ LINE 広告の広告主向けには、

以下の利用規約、ガイドラインに
て虚偽の広告に関しての規制を
行っており、虚偽情報配信に対し
て配信停止を実施。
-LINE広告利用規約
-LINE広告審査ガイドライン
・ LINEメディア外の3rd party media

への広告配信においては、以下
の利用規約にてメディアの審査
基準を定めており、基準に満た
ない場合は登録拒否及び削除を
行う。
-LINE広告ネットワーク利用規約
-LINE広告ネットワーク利用ガイド

クリエイターとパブリッシャーは、
コンテンツから収益を得るために、
パートナー・マネタイゼーション・ポ
リシーとコンテンツ・マネタイゼー
ション・ポリシーを遵守する必要が
あり、このポリシーでは、
misinformation、すなわち第三者の
ファクトチェック団体によって False
と評価されたコンテンツを禁止。

提出なし

５－②
広告出稿制限

Yahoo! JAPAN 広告掲載基準にお
いて規定。

「①社会的混乱関係（災害等）」

事実と異なる内容の広告は掲載
をお断りしている。

「②健康・医療関係（コロナ関係
等）」

薬機法等の広告規制に基づき、
虚偽広告は掲載をお断りしている。

「③選挙・政治関係（米国大統領選
等）」

選挙および政治に関する広告は、
選挙管理委員会や政党、政治団体
による広告のみ掲載を認めている。
その他の団体や個人による政治に
関する広告は、虚偽か否かに関わ
らず掲載をお断りしている。

・ 選挙運動の一環であるサイトを
宣伝する広告を日本では表示し
ないようにしている。

・ 公衆衛生上の緊急事態など、社
会的、文化的、政治的に重大な
影響を及ぼすセンシティブな事象
から利益を得る可能性のある広
告、それを営利目的に利用しよう
とする広告は許可していない。

・ 虚偽やフェイク広告については
禁止事項としてガイドラインに掲
載。

第三者ファクトチェック団体によっ
て否定された主張、または特定の
状況において、特定の専門知識を
持つ組織によって否定された主張
を含む広告を禁止。Falseとみなさ

れる情報を繰り返し投稿する広告
主は、プラットフォームでの広告掲
載に制限を受ける可能性がある。

提出なし



24プラットフォーム事業者における回答状況（５. 関係）続き

ヤフー Google LINE Meta Twitter

サービス分類
（対象サービス名）

・コンテンツ共有サービス （Yahoo!知恵

袋、Yahoo!ニュース(コメント機能)、Yahoo!
ファイナンス掲示板）

・ニュース配信サービス（Yahoo!ニュース）

・検索サービス（Yahoo!検索（ウェブ検索））

・広告

・動画共有サイト（YouTube）

・検索エンジン（Google 検索）

・デジタル広告プラットフォーム（Google

広告）

・オンラインマップ（Google マップ）

・コンテンツ共有サービス（LINE VOOM、

LINEオープンチャット、LINE BLOG）

・ニュース配信サービス（LINE NEWS）

・ソーシャルメディア（Facebook、

Instagram）

・ソーシャルメディア（Twitter）

５－③

ターゲティング技術の適用
に関する規定

・ 偽情報等に関する広告は掲載
を認めていないので、ターゲティ
ング技術の適用に関する規定は
設けていない。

・ ただし、広告掲載基準において、
政党による政治広告の場合には
ターゲティングの設定を制限し、
いわゆる行動ターゲティング広告
を禁止している。これは特定の政
治的意図をもって行うターゲティ
ングを禁止する趣旨で2022年1
月より適用している。

・ 選挙運動の一環であるサイトを
宣伝する広告を、日本では表示
することを許可していない。また、
広告主が政治的所属に基づく
ターゲティング広告を行うことも
許可していない。

・ ポリシーに違反する広告は許可
されず、ひいてはターゲットにす
ることもできない。

特に規程上は設けておりません
が、選挙・政党・意見広告に関して
は、性別・年齢・地域・OS 以外の

ターゲティング、及び配信に対する
最適化の機能提供を行っておりま
せん。（プロダクト仕様にて制限）

広告ポリシーにおいて以下の定
めを置いている。

7. ターゲット設定
1. 利用者を差別、侮辱、挑発、

攻撃する目的で、または略
奪的な広告活動を行う目的
でターゲット設定オプションを
使用してはいけません。

2. カスタムオーディエンスを広

告のターゲットにする場合は、
オーディエンス作成時に利
用規約に準拠する必要があ
ります。

提出なし

５－⑤

出稿者の情報や資金源の
公開

・ 広告出稿者の社名・団体名・個
人名等および所在地、連絡先を
広告サイト内に明示することを
Yahoo! JAPAN広告掲載基準に規
定している。

・ 特に政治広告の資金源の公開
については、現状求めていない
が、世情に合わせ今後必要があ
れば検討していきたい。

・ 日本では一般的な政治広告を
許可していますが、日本では選
挙広告を許可していない。

・ 2020 年、すべての広告主から

身元や事業内容に関するより多
くの情報を取得するため、汎用的
な広告主向けの適格性確認プロ
グラムを導入し、特定の広告の
背後にある広告主や広告主の所
在地を「広告の表示について」
（場所によっては「この広告につ
いて」）メニューで開示。本機能は、
2021 年５月より日本国内でも利
用可能。

・広告主の運営者情報をLP内に記

載、もしくは運営者情報のサイトに
遷移できなければならないという審
査基準がある。

・政党の広告に関する審査基準と
して、政党は候補者個人名や画像
の掲載ができないなど、準拠すべ
き法律に従うものであることを規定
している。

・ 広告ライブラリでは掲載されて
いる広告を検索することができ、
表示された広告に関する情報を
確認可能。

・ 社会問題、選挙または政治に関
連する広告の場合、アクティブで
はない広告も検索可能。

・ 選挙への介入を防ぐためには透
明性が重要であるため、広告ラ
イブラリには広告費用の出資者、
広告費の金額範囲、広告がリー
チした利用者層など広告につい
ての追加情報も表示。これらの
広告は、ライブラリに７年間収録。

提出なし

５－⑦

その他の透明性・アカウン
タビリティ確保方策

広告審査および広告配信先の審
査に関する透明性レポートを定期
的に公開。実際にお断りした件数
や内容の内訳をまとめている。

誰もがオンラインで見る広告を理
解できるよう、選挙関連の広告主
の認証済みの支出に関する情報を
含む透明性レポートを公開。

上記に記載した審査でのチェック
やユーザからの通報対応以外は、
特にツールの提供などは行ってい
ない。

・ misinformationに関するポリ
シーを公表。

・ プラットフォームへのアクセスを
制限するダイナミクスを監視しな
がら、広範なポリシー、
misinformationを含むポリシーの

執行方法、政府からのデータ要
求への対応、知的財産権の保護
について可視化する透明性セン
ターを構築。

提出なし



25プラットフォーム事業者における回答状況（６. 関係）

ヤフー Google LINE Meta Twitter

サービス分類
（対象サービス名）

・コンテンツ共有サービス （Yahoo!知恵

袋、Yahoo!ニュース(コメント機能)、Yahoo!
ファイナンス掲示板）

・ニュース配信サービス（Yahoo!ニュー

ス）

・検索サービス（Yahoo!検索（ウェブ検索））

・広告

・動画共有サイト（YouTube）

・検索エンジン（Google 検索）

・デジタル広告プラットフォーム（Google

広告）

・オンラインマップ（Google マップ）

・コンテンツ共有サービス（LINE VOOM、

LINEオープンチャット、LINE BLOG）

・ニュース配信サービス（LINE NEWS）

・ソーシャルメディア（Facebook、

Instagram）

・ソーシャルメディア（Twitter）

６ー①
ファクトチェック結果の表示
具体的な仕組み・基準

■Yahoo!ニュース

・ 信頼性の高いメディアと契約
を締結し、コンテンツを調達・掲
載。また、Yahoo!ニューストピック

スにおいては、誤情報・デマに対
して正しい情報を積極的に掲載。
・ Yahoo!トップページを中心に、

メディアサービス各所から誘導さ
れる「新型コロナ特設サイト」に
てでは、コロナ関連のデマへの
注意喚起を行うコーナーを設置。
・ 2022年12月に一般社団法人

セーファーインターネット協会の
「日本ファクトチェックセンター」を
情報提供元に加え、ファクト
チェック記事の配信を開始。

■Google検索、Google ニュース
・ ファクトチェックのラベルは

Google 検索及びGoogle ニュー

ス結果に表示され、ユーザーが
コンテンツのどの部分がポジティ
ブにファクトとしてチェックされて
いるかが確認でき、より詳細を調
べたい場合も簡単により情報を
探すことができる。

・ これらの機能は、第三者パブ
リッシャーのオープンなネット
ワークに依存（IFCN を含む特定

の１つのファクトチェックネット
ワークのみに依存するものでも
ない）。

・ 誤った情報や意図的に操作さ
れた情報が拡散するという意味
での「誤情報」に対応するため、
Google News Initiativeは、視聴

者にファクトチェックの手法を教
える動画を公開。

■YouTube

ファクトチェックを学ぶ動画を公
開するなど、誤った情報や意図
的に操作された情報が拡散する
「ミスインフォメーション（誤った情
報）」に対して、誤った情報を扱っ
ている動画の特定と削除や、ガ
イドラインに違反するかどうかが
際どいボーダーライン上のコンテ
ンツや有害な誤情報がユーザー
におすすめされることを減らす取
組を実施。

■LINE NEWS

・ 万が一誤報などがあった場合
の記事の訂正、削除などについ
ては原則提供元の対応に沿い、
記事内容の反映や削除などを実
施。なお、特集枠やダイジェスト
配信などへの掲出があった場合、
LINE NEWS側でも別途、訂正情
報の掲出等を行うケースも想定。

・ 記事の編成権を媒体側に開
放している「オープンキャスト」枠
について、編集部側でガイドライ
ン違反がないか確認。なお、編
集権限が媒体側にあるため、謝
罪・訂正等の掲出を含めて媒体
側が判断し実施することとなるが、
内容によってはLINE NEWS側に
おいても対応。

・ 特定のニュースに対し、誤報
であると報道や注意喚起がされ
ている場合には、その旨を可能
な範囲で目立つ場所に掲載し、
誤報による影響を最小限にでき
るよう編成。

・ ロシア・ウクライナ関連のフェ
イクニュースや偽情報への注意
喚起やファクトチェック結果（ファ
クトチェック・ナビ）を掲載。

（次ページに続く）

○Misinformationを特定

利用者からのフィードバックなど
に基づいてmisinformationの可能

性のあるコンテンツを特定し、ファ
クトチェック団体に表示。また、ファ
クトチェック団体自身がコンテンツ
を特定したうえで審査する場合も
ある。

○コンテンツを審査

ファクトチェック団体がコンテンツ
を審査し、事実を検証したうえでそ
の正確性を評価。これは独立して
行われ、発信元や公開データを参
照したり、動画と画像を認証したり
などの作業が含まれる。

○Misinformationを明確にラベル
付けして利用者へ周知

ファクトチェックパートナーに審査
されたコンテンツにラベル付けを行
い、利用者が追加の背景情報を閲
覧できるようにする。また、ラベル
付けされたコンテンツをシェアしよ
うとする利用者や過去にシェアした
利用者に通知。

（次ページに続く）

提出なし



26プラットフォーム事業者における回答状況（６. 関係）続き

ヤフー Google LINE Meta Twitter

サービス分類
（対象サービス名）

・コンテンツ共有サービス （Yahoo!知恵

袋、Yahoo!ニュース(コメント機能)、Yahoo!
ファイナンス掲示板）

・ニュース配信サービス（Yahoo!ニュー

ス）

・検索サービス（Yahoo!検索（ウェブ検索））

・広告

・動画共有サイト（YouTube）

・検索エンジン（Google 検索）

・デジタル広告プラットフォーム（Google

広告）

・オンラインマップ（Google マップ）

・コンテンツ共有サービス（LINE VOOM、

LINEオープンチャット、LINE BLOG）

・ニュース配信サービス（LINE NEWS）

・ソーシャルメディア（Facebook、

Instagram）

・ソーシャルメディア（Twitter）

６ー①
ファクトチェック結果の表示
具体的な仕組み・基準

○LINE Taiwanの取組
・ LINE TaiwanのLINEファクト

チェックサービスは、５つのファク
トチェック機関と連携。このうち2
社（The Taiwan Fact Check Center、
MyGoPen）は国際ファクトチェッ
クネットワーク（IFCN）認証を取得。

全てのファクトチェック記事は、
包括的な指針と原則（例:The 
Taiwan Fact Check Centerのファ

クトチェック作業ガイダンス）を備
えたファクトチェック専門家を通じ
て発行。また、台湾行政院報道
室と連携し、最新の政策を反映
した政府公式見解のニュースを
発表。
・ LINEファクトチェッカーにおい

て、個人のプライバシー保護とセ
キュリティ基準のモニタリングに
関する内部レビューガイドライン
がある。ファクトチェックパート
ナーがバックエンドシステムに
アップロードした後、ガイドライン
を遵守するためAIフィルタリング
とLMPシステムを使用。
・ LINE TODAYの編集者は、LINE

ファクトチェッカーにおいてファク
トチェックされた記事を同時にス
トリーミングしながら、2,200万人
のMAUユーザに対してLINE 
TODAYで公開することが正しい
かどうかを再度レビュー。

○Misinformationを目にする利用
者の数を抑制
ファクトチェック団体が「False」、
「Altered」、「Partly false」と評価し

たコンテンツは、ニュースフィードで
の表示順位が下がり、Instagramで

の発見タブの表示対象から除外さ
れ、フィードやストーリーズで目立
たないようになる。これにより、
misinformationを見る利用者の数

を大幅に抑制可能。また、ファクト
チェック団体によって評価されたコ
ンテンツの広告は却下される。

○Misinformationを繰り返し配信
する違反者への措置
「False」または「Altered」と評価さ
れたmisinformationを繰り返し配信

するページやウェブサイトに対して、
配信数の抑制などの制限措置を
実施。また、それらのページやウェ
ブサイトは収益化や広告に関する
機能へのアクセスやニュースペー
ジとしての登録を一定期間取消。



27プラットフォーム事業者における回答状況（６.関係）続き

ヤフー Google LINE Meta Twitter

サービス分類
（対象サービス名）

・コンテンツ共有サービス （Yahoo!知恵

袋、Yahoo!ニュース(コメント機能)、Yahoo!
ファイナンス掲示板）

・ニュース配信サービス（Yahoo!ニュー

ス）

・検索サービス（Yahoo!検索（ウェブ検索））

・広告

・動画共有サイト（YouTube）

・検索エンジン（Google 検索）

・デジタル広告プラットフォーム（Google

広告）

・オンラインマップ（Google マップ）

・コンテンツ共有サービス（LINE VOOM、

LINEオープンチャット、LINE BLOG）

・ニュース配信サービス（LINE NEWS）

・ソーシャルメディア（Facebook、

Instagram）

・ソーシャルメディア（Twitter）

６－②

ファクトチェックを容易にする
ツールの開発及び提供

回答なし ・ ファクトチェックエクスプローラー
及びファクトチェックマークアップ
の２つのツールで構成されるファ
クトチェックツールを提供。

・ 偽情報対策に欠かせないユー
スケースである画像の出所の確
認ができる、オープンソースでモ
バイル向けに最適化された
Storyful 社によるSource の発展
をサポート。

・ ファクト チェッカーが改変された

画像のオリジナルを見つけるた
めに、Google の画像検索が利用
されているほか、Google マップ
やGoogle Earthなどの地形情報

も情報検証に欠かせないツール
として利用されている。それらの
ツールのファクトチェックへの活
用方法を解説するセミナーや動
画なども実施。

■LINE NEWS

ファクトチェックツールの開発及
び提供は行っていない。

○LINE Taiwanの取組
LINEにおける偽情報の拡散を最

小限に抑え、メディアリテラシーと
フェイクニュースを区別するため
LINEファクトチェッカーを開発。LINE

ファクトチェッカーでは、ユーザが
疑わしい偽情報を転送することで、
公式アカウントで直ちに真偽を判
断することが可能。また、ユーザが
すべての偽情報を閲覧できるよう
にウェブサイト（ダッシュボード）を
構築。

・ 利用者からの報告や不信感を
持ったコメントなど、さまざまなシ
グナルに基づいて、誤解を招く可
能性が高い投稿を検出すること
ができる。

・ また、ファクトチェック団体は、自
らレビューすべきコンテンツを特
定することが可能。

提出なし

６－③

ファクトチェックを実施する人
材の育成

■Yahoo!ニュース

ファクトチェックのための人員配
置および育成は行っていないが、
ニューストピックスメディア事業に
おける編集部が運用のなかでその
役割を担っている。

・ Google News Lab は、日本の
News Lab フェローの協力のもと、

ジャーナリストや大学生を対象に、
偽情報や誤った情報の識別、検
索の有効活用、地図や衛星画像
の活用など、ジャーナリズムにお
けるデジタル技術の活用方法に
関する研修を実施。2018 年以降、
Google News Lab が提供するト

レーニングには、バーチャルおよ
び直接参加で 26,800 人が参加。

・ 2021年には主に学生を対象に

したファクトチェック・チャレンジ
や記者も対象に含めたファクト
チェック・ワークショップなど年間
を通じたセミナーを実施。

・ 毎年秋にはTrusted Media 
Summit（信頼されるメディアサ

ミット）を開催し、ミスインフォメー
ションの問題にどう取り組むかの
議論をアジア太平洋地域のファ
クトチェッカーやメディアリテラ

○LINE Taiwanの取組

・ ファクトチェックは連携している
外部機関により実施されるため、
ファクトチェック自体を行う人材
の育成は行っていないが、ソフト
ウェアを開発。また、Junyi
Academy Foundation（非営利組
織）等と協力して小·中·高校生が

ファクトチェックを自ら行えるよう
に、ビデオ、ラーニングシート等
のメディアリテラシー教材を開発。

・ 台湾最大のゲーム教育プラッ
トフォームであるPaGamOと協力

し、学生に最新の偽情報を教え、
各課題を通じて批判的思考能力
を訓練するクイズを提供。

・ 世界で90以上の独立した第三者
ファクトチェック団体と連携し、60
以上の言語に対応。

・ 近年では、FacebookやWhatsApp

からの助成金付与など、ファクト
チェックに係るコミュニティへの支
援を拡大。これは、大きな影響を
受けた地域の第三者のファクト
チェック団体が、この重要な業務
を行う際の能力を高めるための
支援。

・ IFCN と共同で、ファクトチェック入

門コースを無料で提供。このコー
スは、ファクトチェック、検証及び
虚偽の暴露、健康関連の
mis/disinformation に焦点を当て
た 3 つのモジュールで構成され、

ファクトチェック可能な主張を見つ
ける方法、ファクトチェックの方法、
それらを支援するツールやテク
ニックについて、ジャーナリストを
ガイドするもの。

提出なし



28プラットフォーム事業者における回答状況（６.関係）続き

ヤフー Google LINE Meta Twitter

サービス分類
（対象サービス名）

・コンテンツ共有サービス （Yahoo!知恵

袋、Yahoo!ニュース(コメント機能)、Yahoo!
ファイナンス掲示板）

・ニュース配信サービス（Yahoo!ニュー

ス）

・検索サービス（Yahoo!検索（ウェブ検索））

・広告

・動画共有サイト（YouTube）

・検索エンジン（Google 検索）

・デジタル広告プラットフォーム（Google

広告）

・オンラインマップ（Google マップ）

・コンテンツ共有サービス（LINE VOOM、

LINEオープンチャット、LINE BLOG）

・ニュース配信サービス（LINE NEWS）

・ソーシャルメディア（Facebook、

Instagram）

・ソーシャルメディア（Twitter）

６－④

日本におけるファクトチェック
推進に向けた取組

■Yahoo!ニュース
・ Disinformation対策フォーラム

の議論に参画し、産官学民の連
携を実践。

・ ファクトチェック・イニシアティブ
(FIJ)の活動に賛同し、寄付の実
施や法人会員として支援連携。

・ 日本ファクトチェックセンター
の設立にあたって資金提供を行
い、22年11月からは制作された

ファクトチェックコンテンツをヤ
フーニュースへ掲載。

【セーファーインターネット協会へ
の支援】

Google.orgによるセーファーイン
ターネット協会に対する150万米ド

ルの支援を通じて、ファクトチェック
団体の設立や、日本のネット空間
における偽・誤情報の傾向に関す
る調査、そして日本の国民が偽・
誤情報を識別し拡散を阻止できる
ようにするための啓発キャンペー
ンやトレーニングの実施など、偽・
誤情報対策に取り組んでいる。

【LINE NEWS】

・ 非営利団体ファクトチェック・イ
ニシアティブ（FIJ）に正会員として
参加しており、活動を支援。

・ その他、ディスインフォメーショ
ン対策として、Zホールディングス

株式会社、ヤフー株式会社と定
期的に情報交換を行っており、
事業者団体における取組事例の
共有など、プラットフォームとして
どのような対策ができるかを議
論。

・ 多くの国と地域で、
misinformationの類いのコンテン

ツの識別、審査および措置の遂
行のために、国際ファクトチェッ
クネットワーク（IFCN）に認証され

た独立した第三者ファクトチェッ
ク団体と提携。

提出なし

６－⑤

ファクトチェック機関との連
携

６－①の取り組みの他、連携相談
や活動内容の共有などについてF

ファクトチェック・イニシアティブ
（FIJ）と定期的なMTGを実施してい
る。
・ FIJの活動に賛同し、寄付の実
施や法人会員として支援連携。

・ 日本ファクトチェックセンター
の設立にあたって資金提供を行
い、22年11月からは制作された

ファクトチェックコンテンツをヤ
フーニュースへ掲載。

・ デジタルやメディアリテラシー・
プログラムやユーザーだけでなく、
ジャーナリスト及び研究者向けト
レーニング等の活動を通して、
Google はプロダクトを超えて健

全なジャーナリズムのエコシステ
ムをサポートし、市民団体や研
究者とパートナーシップを組んで
いる。

・ 一般社団法人セーファーイン
ターネット協会（SIA）は、
Google.orgから150万米ドルの支
援を受け、2022年に国際ファクト
チェックネットワーク（IFCN）の基

準に沿ったファクトチェックをプロ
のトレーナーが実施するファクト
チェック機関「日本ファクトチェッ
クセンター（JFC）」を設立。

・ Google.orgを通じて、SIAによる

ファクトチェックやメディアリテラ
シー教育の推進や、より理解を
深めるための調査・研究活動、
知識や資源の結集に役立つシン
ポジウムの開催、ファクトチェック
のトレーナーの育成など、偽・誤
情報への幅広い対策を支援。

【LINE Taiwanの取組】

偽情報等の疑わしい情報源を確
認するため、以下５つの独立した
第三者のファクトチェック機関と協
力。
・The Taiwan Fact Check Center
・Rumor & Truth
・MyGoPen
・Cofacts
・SMCTaiwan

回答なし 提出なし



29プラットフォーム事業者における回答状況（７. 関係）

ヤフー Google LINE Meta Twitter

サービス分類
（対象サービス名）

・コンテンツ共有サービス （Yahoo!知恵

袋、Yahoo!ニュース(コメント機能)、Yahoo!
ファイナンス掲示板）

・ニュース配信サービス（Yahoo!ニュー

ス）

・検索サービス（Yahoo!検索（ウェブ検索））

・広告

・動画共有サイト（YouTube）

・検索エンジン（Google 検索）

・デジタル広告プラットフォーム（Google

広告）

・オンラインマップ（Google マップ）

・コンテンツ共有サービス（LINE VOOM、

LINEオープンチャット、LINE BLOG）

・ニュース配信サービス（LINE NEWS）

・ソーシャルメディア（Facebook、

Instagram）

・ソーシャルメディア（Twitter）

７ー①
普及啓発の取組・投資

■Yahoo!ニュース
・ 2022 年 2 月に、ユーザーが偽

情報や誤情報などの情報に惑わ
されず、ニュースを正しく理解す
るための学習コンテンツ「Yahoo!
ニュース健診」を公開。のべ 10 
万人が参加。
・ 21年6月より大学と連携し、

フェイクニュース対策としてのリ
テラシー向上授業を実践。21年

度より通算で中学２校、高校３校
延べ１５クラス、短大、大学11校、
社会人講座3回およそ2000人が
受講。

・ 啓蒙啓発コンテンツを制作し、
ニュースや検索をはじめメディア
面を中心に誘導を強化。

・ 「Google News Initiative」を筆頭

に、数多くのメディアリテラシープ
ログラムを立ち上げ、支援。

以下、日本で実施してきた取組
・ 2022年、学生にファクトチェッ

クと検証のスキルを学んでもらう
プログラム「ファクトチェック・チャ
レンジ」の第二回目を実施。2021

年には、日本の大学生チームが
優勝。本プログラムは、ファクト
チェック・イニシアティブ（FIJ）との

パートナーシップのもと、日本国
内で主導している。

・ 中学生・高校生にオンライン・
リテラシー・カリキュラムを提供。
・ Grow with Google という無料

のデジタルスキルトレーニングを
提供するプログラムを通じて、
ユーザーのインターネットリテラ
シー教育を強化するために、無
料のオンライン講座を提供。

・ ウェブレンジャーと呼ばれる、
10 代の若者にオンラインセーフ

ティのためのプロジェクトを奨励
するメディアリテラシープログラ
ムを2015 年、2016 年、2018年に
実施。
・ こども向けインターネット リテ
ラシープログラム Be Internet 
Awesome（日本語版）を公開。

・ 有識者が主催する全国こども
ネットフォーラム 2023 を後援し、

子どもがインターネットの利用に
ついて自ら議論し学ぶ場を設け
ることを支援

・ 「インターネット上でのコミュニ
ケーション」と「対面のコミュニ
ケーション」の違いを子どもたち
に学んでもらうためのオリジナル
情報モラル教材を開発するととも
に、全国の学校や自治体にLINE

が講師を派遣するワークショップ
授業・講演活動等を2012年より

全国で開始し、これまでに累計
で約11,000回以上実施。2022年
は1,062回実施。

・ オンラインではLINE Safety 
Center-LINEの安心安全ガイド-
(https://linecorp.com/ja/safety/i
ndex)を掲載し、禁止行為などの

ガイドを確認できるようにしてい
る。

・ 2019年12月に設立したLINEみら

い財団では、教育工学や授業デ
ザインを専門とする研究者と共
同で、独自の情報モラル教育教
材の開発を行い、ウェブサイトで
公開。

・ アジア太平洋地域の専門家と
協力し、FacebookやInstagramで

オンラインいじめやハラスメント
対策などのリソースを提供する
「みんなのデジタル教室」を立ち
上げ。

・ 日本での「みんなのデジタル教
室」プログラムの開始にあたり、
企業とのコラボレーションによる
授業づくりを得意とする NPO 法

人企業と教育の会をパートナー
団体として招き、日本の教育現
場のニーズに合わせたコンテン
ツを共同制作。

・ これまでに24,000人以上の生徒

が受講。「偽ニュースの見分け
方」を受講した生徒の 90％以上

が「授業を受けて、インターネット
やアプリ、SNS への関心が高まっ
た」と回答。

・ 新型コロナウィルス感染症に関
するmisinformationから身を守る

ために必要な知識を共有するた
めに、「新型コロナウイルス感染
症に関する誤情報に対処するた
めの6つのヒント」を展開。

提出なし



30プラットフォーム事業者における回答状況（７. 関係）続き

ヤフー Google LINE Meta Twitter

サービス分類
（対象サービス名）

・コンテンツ共有サービス （Yahoo!知恵

袋、Yahoo!ニュース(コメント機能)、Yahoo!
ファイナンス掲示板）

・ニュース配信サービス（Yahoo!ニュー

ス）

・検索サービス（Yahoo!検索（ウェブ検索））

・広告

・動画共有サイト（YouTube）

・検索エンジン（Google 検索）

・デジタル広告プラットフォーム（Google

広告）

・オンラインマップ（Google マップ）

・コンテンツ共有サービス（LINE VOOM、

LINEオープンチャット、LINE BLOG）

・ニュース配信サービス（LINE NEWS）

・ソーシャルメディア（Facebook、

Instagram）

・ソーシャルメディア（Twitter）

７－②

他のステークホルダーとの
連携・協力・投資

■Yahoo!ニュース
・ 「Disinformation対策フォーラ

ム」へ参加し、リテラシー向上に
ついて多様なプレイヤーと議論。
その最終方針を受けて22年10月

に設立された日本ファクトチェッ
クセンターの設立にあたっては
2000万円の資金提供を行ってお

り、ヤフーニュースと媒体契約を
結んだうえで生成されたコンテン
ツの掲載を行っている。
・ 総務省「ICTリテラシー向上施

策研究会」において、今後のリテ
ラシー教育について提言、総務
省「ICT 活用のためのリテラシー

向上に関する検討会」において、
事例発表を行った。

○研究活動
国際大学GLOCOM との共同研究
であるInnovation Nippon で、プラッ

トフォームや情報リテラシーに関す
る様々な研究を実施。

○トレーニング
・ FIJ、InFact、BuzzFeed Japanに
対して、ClaimReviewの使い方の
ワークショップを行い、Google 

ファクトチェックツールの利用を
支援。
・ Google News Labは、ジャーナ

リストや大学生を対象に、デジタ
ル技術をジャーナリズムに活用
するためのトレーニングを実施。

・ 情報モラル・情報リテラシーの
啓発活動の強化やネットトラブル
防止を目的に、地方公共団体や
専門家と協力しながら、調査研
究・教材作成等実施。

・ GIGA スクール構想の展開にあ
わせ、2022年７月、新たな活用
型情報モラル教材「GIGAワーク

ブック」の汎用版を開発し、同年
９月から、全国の小中学校に活
用してもらえるよう無償提供を開
始。

・ 併せて、情報モラル育成目標な
ど各自治体独自の要素を反映さ
せた「GIGA ワークブック」自治体

オリジナル版も希望する自治体
向けに無償提供

・ 教材を導入した自治体と連携し、
学校現場での教材活用のサ
ポートとして教員の方々へのオ
ンライン研修（無償）も開始。

「みんなのデジタル教室」では、
日本では特定非営利活動法人企
業教育研究会の協力のもと、デジ
タルリテラシーに関するオンライン
出張授業を提供。

提出なし



31プラットフォーム事業者における回答状況（８. 関係）

ヤフー Google LINE Meta Twitter

サービス分類
（対象サービス名）

・コンテンツ共有サービス （Yahoo!知恵

袋、Yahoo!ニュース(コメント機能)、Yahoo!
ファイナンス掲示板）

・ニュース配信サービス（Yahoo!ニュー

ス）

・検索サービス（Yahoo!検索（ウェブ検索））

・広告

・動画共有サイト（YouTube）

・検索エンジン（Google 検索）

・デジタル広告プラットフォーム（Google

広告）

・オンラインマップ（Google マップ）

・コンテンツ共有サービス（LINE VOOM、

LINEオープンチャット、LINE BLOG）

・ニュース配信サービス（LINE NEWS）

・ソーシャルメディア（Facebook、

Instagram）

・ソーシャルメディア（Twitter）

８ー①
AI技術に関する研究開発

■Yahoo!ニュース

偽情報に関する機械学習の開発
研究は行っていないが、コメント欄
などUGC機能における品質観点で
のAI開発は引き続き実施。

・ 有害なコンテンツを積極的に検
出してフラグ付けをする、そして
以前に削除されたコンテンツと酷
似しているコンテンツは自動的に
削除するという、２つの柱となる
方法で機械学習を導入。

・ スパムなどポリシー違反の確度
が高いコンテンツのみをシステ
ムが自動的に削除し、残りは人
間によるレビューを行うためにフ
ラグを立てを行う。2022 年第 3 
四半期に、日本のIPアドレスから

アップロードされたもののコミュニ
ティガイドラインに違反して削除
された動画のうち、91 ％が自動

システムによって最初にフラグが
立てられた。

NGセンテンス検出技術の研究開
発を実施。

AI研究チームと協力し、学者から

学び、第三者ファクトチェック団体
とのパートナーシップを拡大し、他
の組織（他のプラットフォームを含
む）と協力する方法について話し
合っている。

提出なし



32プラットフォーム事業者における回答状況（８. 関係）続き

ヤフー Google LINE Meta Twitter

サービス分類
（対象サービス名）

・コンテンツ共有サービス （Yahoo!知恵

袋、Yahoo!ニュース(コメント機能)、Yahoo!
ファイナンス掲示板）

・ニュース配信サービス（Yahoo!ニュー

ス）

・検索サービス（Yahoo!検索（ウェブ検索））

・広告

・動画共有サイト（YouTube）

・検索エンジン（Google 検索）

・デジタル広告プラットフォーム（Google

広告）

・オンラインマップ（Google マップ）

・コンテンツ共有サービス（LINE VOOM、

LINEオープンチャット、LINE BLOG）

・ニュース配信サービス（LINE NEWS）

・ソーシャルメディア（Facebook、

Instagram）

・ソーシャルメディア（Twitter）

８－②

「ディープフェイク」対策の研
究開発

■Yahoo!ニュース

行っていないが、ヤフー上に掲載
される映像コンテンツは契約してい
るメディア、個人からのものに限っ
ている。

・ 2019 年、高性能なフェイクオー

ディオ検出器を開発するための
国際的な取組を支援するため、
合成された音声に関するデータ
セットの公開を発表。このデータ
セットは、取組の一環として150 

以上の研究機関や業界団体に
よってダウンロードされ、現在は
自由に公開。

・ Jigsaw と共同で、Google が作成

したビジュアルディープフェイク
の大規模なデータセットを発表。
このデータセットは、ミュンヘン工
科大学とナポリのフェデリコ 2 世
大学が新たに開発したFace 
Forensics benchmark に組み込ま
れた。

現状は推進していない。 ・ 2019年には「Deep Fake 
Detection Challenge」を立ち上げ、

世界中の人々がディープフェイク
を検出するためのより多くの研
究やオープンソースのツールを
生み出すことに拍車をかけてい
る。1,000万米ドルの助成金で支

援されたこのプロジェクトには、
Partnership on AI、コーネル大学、

カリフォルニア大学バークレー校、
MIT、WITNESS、マイクロソフト、
BBC、AWSなど、市民社会やテク

ノロジー、メディア、学術のコミュ
ニティに所属する数名の組織の
横断的な連合が参加。

・ ロイターと提携し、無料のオンラ
イントレーニングコースを通じて、
世界中のニュースルームが
ディープフェイクや操作されたメ
ディアを識別できるよう支援する
取り組みを実施。

・ 2021年、ミシガン州立大学
（MSU）と共同で、ディープフェイ

クの検出・帰属の研究手法を新
たに発表。これは、AIが生成した
1枚の画像から、その画像を生

成するために使用した生成モデ
ルをリバースエンジニアリングす
るもの。この方法により、ディー
プフェイク画像そのものが検出
器の唯一の情報であることが多
い実世界でのディープフェイク検
出とトレースが容易になった。

提出なし



33プラットフォーム事業者における回答状況（９. 関係）

ヤフー Google LINE Meta Twitter

サービス分類
（対象サービス名）

・コンテンツ共有サービス （Yahoo!知恵

袋、Yahoo!ニュース(コメント機能)、Yahoo!
ファイナンス掲示板）

・ニュース配信サービス（Yahoo!ニュー

ス）

・検索サービス（Yahoo!検索（ウェブ検索））

・広告

・動画共有サイト（YouTube）

・検索エンジン（Google 検索）

・デジタル広告プラットフォーム（Google

広告）

・オンラインマップ（Google マップ）

・コンテンツ共有サービス（LINE VOOM、

LINEオープンチャット、LINE BLOG）

・ニュース配信サービス（LINE NEWS）

・ソーシャルメディア（Facebook、

Instagram）

・ソーシャルメディア（Twitter）

９ー①
信頼性の高い情報の表示

■Yahoo!知恵袋

新型コロナウイルス関連の投稿
がなされた際に、当該投稿のペー
ジ上部に「新型コロナウイルスに関
係する内容の可能性がある記事で
す。」等の文言を掲出し、厚生労働
省等の公的機関のHPを案内する
取組を実施。

■Yahoo!ニュース
・ トピックスについて

ユーザーの課題解決に資するた
め、公共性の高い情報をサービス
の最も目立つ場所であるYahoo!
ニュース トピックスやトピックス詳
細ページに掲載。
・ オーサーコメントについて

特定分野の専門性を有するオー
サーと契約を締結し、専門分野に
かかる記事について、補足的な見
解を示して、記事の内容について
のユーザーの理解を向上させるこ
とを狙いとする。

なお、専門家の選定にあたって
は、特定の分野における専門性、
評判、知名度などを基準にした審
査を行っており、また専門家による
投稿は全件、担当者によるチェック
を行うことで、一定の品質を保って
いる。

■Yahoo!検索
①社会的混乱関係（災害等）

大規模な災害が発生した際など
は、関連するワードで検索した際
に、各自治体や省庁などが発信し
ている情報等をはじめ、信頼性が
高い情報をまとめ、検索結果画面
の上部に掲出する取組を実施。

（次ページへ続く）

■Google 検索
・ Google 検索の「ナレッジパネ
ル」や、YouTube の「情報パネ

ル」は、人物や物事についての
重要な事実を提供。
・ Google 検索や Google News 

において、ラベルやスニペットを
使うことにより、あるコンテンツが
ファクトチェックを受けたものであ
ることがユーザーにすぐに分か
るようにする。

■Google News
「Full Coverage」機能は、ユー

ザーがパーソナライズされてい
ない、掘り下げたニュース記事
へのアクセスを、ワンタップで可
能にしている。

■YouTube 
情報パネルは、YouTube で

ニュースを視聴しているユー
ザーに対し、ニュースコンテンツ
の情報源をよりよく理解するため
の追加情報を提供。

■Google広告

「広告の表示について」ラベル
は、ユーザーになぜその広告が
表示されたのかを説明し、また、
パーソナライズド広告を変えるた
めに好みをどう管理すべきか、
あるいは、パーソナライズド広告
を停止する方法を案内。

■ニュース配信サービス関係

・ 公共性・公益性の高い情報を
ユーザの目に入りやすい位置に
優先的に配置。
・ LINE NEWS に新型コロナウイ

ルス関係の最新状況まとめサイ
トを設置し、速報や国内の感染
状況一覧、国内の感染者数推移、
世界の状況等の情報を記載。

○その他

・ 新型コロナウイルスに関する
便乗商法が広告として表示され
ないよう、広告を監視。

（以下、２①再掲）
・ misinformationは、包括的な禁

止事項を明示する方法がないた
め、コミュニティ規定で取り扱う他
の種類の発言とは異なる。意図
せずに共有される
misinformationと騙すために意

図的に共有される
misinformationには重要な違い
があり、何がmisinformationか定

義することは非常に難しい。これ
らの問題に対処しようとするルー
ルは合法的な言論を一貫性なく
恣意的に制限してしまう危険性
がある。

・ 差し迫った物理的な危害のリス
クを直接助長する可能性が高い
misinformationは削除。また、政

治プロセスの機能の妨害を直接
助長する可能性のあるコンテン
ツや、非常に欺瞞的な加工され
たメディアも削除。このようなカテ
ゴリーにおけるmisinformationの

要素を判断するにあたり、知識と
専門性を有する独立した専門家
と連携し、コンテンツの真実性や、
差し迫った危害のリスクを直接
助長する可能性が高いかどうか
を評価。

・ misinformationの拡散と重複す

ることが多い他の分野でのコン
テンツや言動を禁止。例えば、コ
ミュニティ規定により、偽アカウン
ト、不正及び詐欺、組織的偽装
行為は禁止。

提出なし



34プラットフォーム事業者における回答状況（９. 関係）続き

ヤフー Google LINE Meta Twitter

サービス分類
（対象サービス名）

・コンテンツ共有サービス （Yahoo!知恵

袋、Yahoo!ニュース(コメント機能)、Yahoo!
ファイナンス掲示板）

・ニュース配信サービス（Yahoo!ニュー

ス）

・検索サービス（Yahoo!検索（ウェブ検索））

・広告

・動画共有サイト（YouTube）

・検索エンジン（Google 検索）

・デジタル広告プラットフォーム（Google

広告）

・オンラインマップ（Google マップ）

・コンテンツ共有サービス（LINE VOOM、

LINEオープンチャット、LINE BLOG）

・ニュース配信サービス（LINE NEWS）

・ソーシャルメディア（Facebook、

Instagram）

・ソーシャルメディア（Twitter）

９ー①
信頼性の高い情報の表示

（続き）
②健康・医療関係（コロナ関係等）

医療に関する信頼性の高い情報
の提供を行うため、特定のワード
（例えば「新型コロナウイルス」関
連の主要なワードや、各種がんの
病名等）で検索した際、公的機関
の情報や専門家監修の情報等、
信頼性が高い情報をまとめて、検
索結果画面の上部に掲出する取
組を実施。

同様にワクチンの情報を求める
ようなワード（「ワクチン」「ワクチン
反対」「ワクチン危険」等）において
も、厚生労働省等と連携して、検索
結果画面の上部で適切な案内や
誤情報への注意喚起をするような
施策を実施。

④全般・その他

「フェイクニュース」と検索した際
に、概要や注意喚起を促す情報を
掲出することで、不確かな情報に
惑わされないような啓蒙につなげ
る取り組みを実施。

■その他
Yahoo!トップページ（ニューストピッ
クスおよびTOPタイムライン）の取り

組みとして、新型コロナ等、国民の
生命財産に関わる重大事項が発
生している場合、Yahoo!トップペー

ジにおいて、メディアから提供を受
けたコンテンツを誘導。首相会見
や都知事会見等の動画のエンベッ
ド(埋め込み)による提供や、特設

サイトへの誘導など、ユーザーが
認知しやすい場所に掲載。災害に
おいては、地震速報やユーザーの
お住まいの地域ごとにアラート情
報を掲出。

提出なし



35プラットフォーム事業者における回答状況（９. 関係）続き

ヤフー Google LINE Meta Twitter

サービス分類
（対象サービス名）

・コンテンツ共有サービス （Yahoo!知恵

袋、Yahoo!ニュース(コメント機能)、Yahoo!
ファイナンス掲示板）

・ニュース配信サービス（Yahoo!ニュー

ス）

・検索サービス（Yahoo!検索（ウェブ検索））

・広告

・動画共有サイト（YouTube）

・検索エンジン（Google 検索）

・デジタル広告プラットフォーム（Google

広告）

・オンラインマップ（Google マップ）

・コンテンツ共有サービス（LINE VOOM、

LINEオープンチャット、LINE BLOG）

・ニュース配信サービス（LINE NEWS）

・ソーシャルメディア（Facebook、

Instagram）

・ソーシャルメディア（Twitter）

９－②

ニュースの選別・編集に関
する透明性・アカウンタビリ
ティ確保方策

■Yahoo!ニュース
・トピックス掲載基準の公開

トピックスに掲載する記事の基準
として、「公共性」と「社会的関心」
を2つの大きな柱としており、その
他の掲載基準についても公開。

・ 複数のニュース メディアの記事

が同じニュースを扱っている場
合、Google システムは、それを
まとめて、さまざまな方法で提示。

・ Google のニュースサービスに

表示されるニュース提供元に、
透明性や説明責任に関する要
件などを定めたコンテンツ ポリ

シーを遵守していただけるよう、
さまざまな手段を講じている。

■ニュース配信サービス関係

・ 記事の選定にあたっては報
道・メディア経験者を中心とした
メンバーで策定した方針・ガイド
ラインに沿いながら、公共性・公
益性を重視して編集者が選定を
行っている。また、編集部内の
チェックフローとは別に、独立し
た校閲の専門チームを組織して
おり、必要に応じて一次ソースの
確認も実施。
・ LINE NEWS編集部による

ニュースの選定基準や、レコメン
ドエンジンによる記事掲出の仕
組みについては、公式ブログ、
公式SNS等での発信を中心に
行っている。

・ 提携媒体に対しては、定期的
なコミュニケーションのほか、セミ
ナーの実施などを行って方針等
の共有・開示に努めている。

回答なし 提出なし



36プラットフォーム事業者における回答状況（９. 関係）続き

ヤフー Google LINE Meta Twitter

サービス分類
（対象サービス名）

・コンテンツ共有サービス （Yahoo!知恵

袋、Yahoo!ニュース(コメント機能)、Yahoo!
ファイナンス掲示板）

・ニュース配信サービス（Yahoo!ニュー

ス）

・検索サービス（Yahoo!検索（ウェブ検索））

・広告

・動画共有サイト（YouTube）

・検索エンジン（Google 検索）

・デジタル広告プラットフォーム（Google

広告）

・オンラインマップ（Google マップ）

・コンテンツ共有サービス（LINE VOOM、

LINEオープンチャット、LINE BLOG）

・ニュース配信サービス（LINE NEWS）

・ソーシャルメディア（Facebook、

Instagram）

・ソーシャルメディア（Twitter）

９－③
メディアとの連携体制構築
具体的検討・取組

信頼できる質の高い情報を増や
していくため、伝統的メディアや
ネットメディア等と連携体制を構築。

・Google 検索やGoogle ニュースに

関連して、既存のサポートチャネ
ルでは解決できない問題に関し
て追加のサポートサービスを提
供。

■ニュース配信サービス関係

・ アライアンスを専門に行う組織
を設置しており、日頃から各提携
媒体様と密に連携。

・ 特に影響の大きなメディアとは
定期的に情報交換をしており、
情報の信頼性に関する話題を取
り上げることもある。

・メタ・ジャーナリズム・プロジェクト
は、世界中の出版社と協力し、
ジャーナリストとコミュニティとのつ
ながりを強化するために活動。

・ニュース業界が抱えるビジネス上
の中核的な課題への対処も支援

提出なし

※本資料は、各社提出のヒアリングシート等から事務局において主な項目を抜粋したものであり、詳細は各社提出資料を参照。


